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第２章　「自立型農村開発」における手法の可能性と課題

2-1　自立型農村開発における「プロセス」の考え方

2-1-1　自立型農村開発において「開発をプロセスとして見る」ことの意義

（1）はじめに：「プロセス」への着眼とその背景

本プロジェクト研究では 1999 年度の開始以降、「アフリカ農村開発手法ガイドライン（計画編）」の策定におい

てのみならず、その一環として行われた様々な調査において、調査団員や研究会参加者の間で、アフリカ農村開

発の「プロセス」をどのように捉えるべきか、どのように評価すべきか、ドナー側はそれにどのように関わるべ

きかなどの問題への関心が高まってきた。例えば、JICA による「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発

計画調査」（1999 年 7 月～2002 年 3 月実施）のフォローアップ調査では、「事業の成果だけでなく実施のプロ

セスも重視すべきである」という趣旨で、以下のような提言を行っている。

アフリカの半乾燥地域のような不確実性が高くリスクの多い地域では、「こういう条件のときにはこういう

プロジェクト」というような正解集を示すことは難しい。また、一定期間内に一定の投入を用いて一定の目

的を達成しようというプロジェクト・アプローチ自体が難しい。したがって、実証事業を計画する場合には、

達成の期限を設定せずに目標だけを決めておくとか、期限を設ける場合はできるだけ短期的な目標にするな

どの工夫が必要である。また住民自身が、近隣や過去の事例などに照らして、達成が困難と思われるような

目標あるいは期限を設定するような場合もある。その場合、調査団が達成が困難な理由を示してそれらを変

更するという方法もあるが、彼らの努力目標として計画をそのまま採用し、それに代わって参加型モニタリ

ング・評価の結果を計画にフィードバックし目標を修正しながら、事業を進めることも可能である。住民は

これにより、計画・実施・モニタリング・評価のプロセスを通じて、自らの設定した目標が達成困難である

こと、それは何故か、またどうすれば達成に近づけるのかなどを学ぶことができる。実証調査においては、

従来のように成果だけを評価するのではなく、このような実施のプロセスを見ることも重要である。プロセ

スを重視することは、上記（４）の住民の能力向上を図る上でも不可欠な姿勢である1。

また、「アフリカ農村開発手法ガイドライン（計画編）」も、第 8 章第 2 節の「アフリカ農村開発とジェンダー」

において、「アフリカの農村社会開発は、社会開発の実施プロセスそのものが、ターゲットグループの人々が自

らの問題を理解し、意思決定し、主体的に参画し、成功・失敗のリスクを背負って実施し、教訓を次に生かすと

いうエンパワーメントのための連続したサイクルでなければならない」と述べ、農村住民、特に農村生活の重要

な担い手である女性が、開発事業の実施プロセスを通じて、様々な社会経済活動を自立的に行う自信と能力を養

うことこそが、農村開発のより重要な目的であるということを示唆している2。

自立型農村開発をめざす場合には、本章第 2-4 節で島津氏が述べているように、プロジェクトの実施によって得

られる結果（インプットに対するアウトプット）よりも、その結果に到達するまでのプロセスで誰が何を学び、

どのような能力を身につけ、あるいは向上させ、それをもって次の活動を展開していくか、すなわちドナーや行

政の関与なしに、住民が自らの力で開発を進めて行くことができるかがより重要な課題になる。将来の自立型農

村開発に向けた教訓を学び、組織や個々人の能力向上を図るという意味では、結果に到達するまでのプロセスは、

                                                            
1国際協力事業団、「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　第３年次報告書　別冊　開発調査パイロットスタデ
ィーのフォローアップ調査」、平成14年3月、pp. 42-43。
2国際協力事業団、「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　第３年次報告書　本編　アフリカ農村開発手法ガイ
ドライン」、平成13年10月、p. 78-79（8-2-2　農村社会開発と女性　（１）エンパワーメント）。
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受益者である住民のみならず、彼らの活動を支援すべき行政やドナー、その他全てのステークホルダーにとって

も同様に重要である。

多くのドナーによって従来用いられてきた事後的な評価の方法（中間評価も含む）は、「結果」あるいは「イン

プットとアウトプットの比較」による評価が中心で、「プロセス」の評価（モニタリング）にはほとんど踏み込

んでいなかった。しかし、「バリンゴ県農村開発計画調査」フォローアップ調査の提言によっても示唆されるよ

うに、実施の「プロセス」を見ることは、プロジェクトの成否に影響を与える社会的環境（人間関係、組織、価

値観、信条、社会規範、習慣などの社会資本）を分析し、それにどのように適応／対応するかを検討することに

なる。これは、当該プロジェクトの所期の目的を達成する上だけではなく、プロジェクト終了後の自立発展性や

再現性（波及性）を高める上でも不可欠な行為である。本節では、以上のような問題意識の下に、自立型農村開

発における「プロセス」の捉え方を整理するとともに、「プロセス」を理解するためのアプローチを紹介する。

(2)　「プロセス」の定義と「開発をプロセスとして見る」ことの意義

既述のように、本プロジェクト研究を通じて「プロセス」に関する議論が増え関心が高まってきたが、開発にお

ける「プロセス」が意味するものや、それをどのように捉えるべきかについての理解は参加者の間でも一様では

ない。したがって、ここではまず、開発において「プロセス」が意味するもの、また「開発をプロセスとして見

る」ことの意義について整理する。

ロンドン大学の社会人類学教授で、Oxfam 地域事務所長やコンサルタントとして長年インドにおける自然資源

管理や灌漑などのプロジェクトに従事した経験を持つ Mosse は、英国国際開発庁（DFID）の支援を得て作成し

たDevelopment as Process: Concepts and Methods for Working with Complexityで以下のように述べている。

開発の「プロセス」は字義的には、プロジェクトの「進捗（progress）」または「過程（course）」を意味する。

それは、計画されたインプットから生じる行動や事柄およびアウトプットが生産される手段を説明を表す。

この概念は、「プロセス」のもう１つの意味、すなわち製造における一連の作業（訳注：工程）に類似する。

これは、プロジェクトのインプットとアウトプットへのフォーカスおよびその２つの間に想定された機械的

な関連からの重要な転換である。実際、「プロセス」はますます、従来の機械的隠喩に代わる新たなもの、

すなわち開発イニシアティブのための記述的な隠喩として用いられるようになっている。その他のよく用い

られる隠喩（「開発」そのものも含む）のように、「プロセス」の概念は、複雑な社会的現実を新たな方法で

考え議論する装置を提供する3。

                                                            
3 David Mosse, Process-Oriented Approaches to Development Practice and Social Research, in David Mosse, John Farrington and Alan Rew
eds., Development as Process: Concepts and Methods for Working with Complexity, London: Routledge, 1998, p. 4。この本は、1995年4
月に英国の海外開発研究所（ODI）において、ODIとウェールズ大学開発学センターの共済で開催されたThe Potential for Process
Monitoring in Project Management and Organizational Change: Lessons from the Natural Resources Sectorと題するワークショップ（英
国のほか、フランス、オランダ、フィリピンなどからも参加）が契機となって作成されたものである。Mosse によるプロセス
指向アプローチとその方法に関するイントロダクションに続いて、プロセス・モニタリングの事例が紹介されている。
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ここでの Mosse の議論は、従来のように、あるインプットに対して特定のアウトプットが産出されることを想

定している場合には、「プロセス」は議論する余地のない機械的（合理的）工程として捉えられてしまうが、実

際には、対象地域に普遍的な、あるいは当該プロジェクトに固有で複雑な社会的現実の中で、想定されたアウト

プットが生産されることは必然ではない。むしろ、インプットからアウトプットに至る／至らない「プロセス」

こそが「開発」が相手にしなくてはならないものであり、さらには「開発」そのものである、ということを示唆

する。Mosse は、Box 2-1 のように、「プロセス」の隠喩が開発プロジェクトの従来型モデルに代わるものとな

ることを示す３つの意味を挙げている。

「関係的・文脈的要素」が当該プロジェクトを取り巻く社会的環境あるいは既存の社会的条件であるのに対して、

「ダイナミック、予測不可能、かつ特有な要素」は、プロジェクトに内在または関与する要素（活動、事柄、組

織、人間関係、資源など）、さらにはプロジェクトの実施によって新たに生ずる要素やもたらされる変化などを

さすものと理解される。なお、Mosse はこれらを「プロセス」を捉える「３つの弁別的（distinctive）な方法」と

しているが、これらは必ずしも相互に排他的なものではなく、むしろ関連性を有するものと考えるべきであろう。

開発プロジェクトを柔軟なシステムと捉えることで、関係的・文脈的要素やダイナミック・予測不可能・特有な

要素が、プロジェクトを実施する上で開発努力の不可欠な部分として意味を持つのであり、また逆に、それらの

要素を開発努力の不可欠な部分として認識すれば、開発プロジェクトを柔軟なシステムとして捉えざるを得ない。

さらに、関係的・文脈的要素とダイナミック・予測不可能・特有な要素との関係も、前者は後者を生み出したり

規定するし、後者もまた前者に影響を及ぼすという意味で、相互に排他的ではない。

Box 2-1　「プロセス」の陰喩（metaphor）：３つの意味

(1) ラーニング・プロセス（学習過程）

開発プロジェクトを「プロセス」と見ることは、プロジェクトが実施の経験から学んだ結果を反映して変化する柔軟な

デザインを持つことを意味する。このラーニング・プロセス・アプローチは、開発プロジェクトを変更可能な手続きと方

法をもつ柔軟なシステムと捉えるものであり、予め決められたインプット、活動、アウトプット、コストおよび固定され

た時間枠で実施するようプロジェクトがデザインされる従来のブループリント・アプローチとは対照的である注。

(2) 関係的・文脈的要素

「プロセス」は、全ての開発プロジェクトにおける関係的・文脈的要素をさす。全てのプロジェクトは、ブループリン

ト型デザインのものも含めて、かなり限定された境界を持ち、社会的・制度的環境によって影響される。関係的要素は、

プランニングやマネージメント上明示的な注意を必要とする開発努力の不可欠な部分として捉えられるべきものだが、

往々にして十分に認識されず、あるいは扱われたとしてもインフォーマルにしか扱われず、むしろ問題や誤解の根源と見

なされることが多い。

(3) ダイナミック、予測不可能、かつ特有な要素

「プロセス」は、開発プログラム（訳注：「共通の上位目標を持つ一連のプロジェクト群」という意味で使われている

と解釈）におけるダイナミック、予測不可能、かつ特有な要素をさす。それらの要素は、プランニングやマネージメント

によってコントロールするのは容易ではないが、成否を決定するものと捉えられている。

注： ラーニング・プロセス・アプローチ（learning process approach）は、David Kortenによって示されたものである。David Korten,

“Community organization and rural development: a learning process approach”, Public Administration Review 40 (5),

pp. 480-511を参照（Mosse et al., Development as Processより引用）。

出所：David Mosse, “Process-Oriented Approaches to Development Practice and Social Research,” in Mosse et al. (eds.),

Development as Process: Concepts and Methods for Working with Complexity, London: Routledge, 1998, pp. 4-5。
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「プロセス」を上記３つのうちいずれの意味で定義するにせよ、プロセス指向アプローチは、開発実践において

計画やマネージメントのツールとして広く用いられているロジカル・フレームワークの演繹的なアプローチとは

異なるのは明らかである。ロジカル・フレームワーク・アプローチの基本は、論理的に導き出されるインプット

とアウトプットとの因果関係の仮説に基づいて、プロジェクトを立案し実施するもので、モニタリング・評価は、

予め定められた指標を用いてアウトプットとインパクトを測定することによって、その仮説を検証するものとい

える。そこでは、関係的・文脈的要素は、往々にしてプロジェクトの成否を決定するほど重要であるにもかかわ

らず、マネージメントのコントロールを越える「外部条件（assumptions）」として扱われる。しかし、このアプ

ローチでは、予期せぬ変化や計画されていなかったアウトカム、また、特定のアウトカムがもたらされた／され

なかった理由や道筋などを説明するのが困難である4。

(3)　プロセス指向の背景

1990 年代になって国際援助機関がその開発プログラムにおいて、プロセスの面により関心を寄せるようになっ

てきたのは、従来のプランニングやモニタリングの手法に限界があること、すなわち、Box 2-2 で Mosse が述べ

ているように、ロジカル・フレームワーク・アプローチでは、必ずしも所期の成果が得られず目的が達成されな

いことが明らかになってきたためである。

前掲の Development as Process が刊行されるきっかけとなった英国の海外開発研究所（ODI）等によるプロセス・

モニタリングに関するワークショップ（1995年4月開催）や、GTZによるプロジェクトスタッフ用のプロセス・

モニタリングに関する手引書（1996 年 5 月刊行）などは、そのような認識に基づいて実施／作成されたもので

ある5。また、ヨーロッパ委員会（EC）の国際協力局によって2002年3月に刊行されたProject Cycle Management

                                                            
4これらの点については、ロジカル・フレームワークを基本ツールとする PCM 手法について述べている本報告書の 2-4 節「自
立型農村開発を具現化する上でのPCM手法の現状と課題」も参照されたい。
5 ODI等によるワークショップについては、脚注3を参照。GTZの手引書は、Deuche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit
(GTZ) GmbH, Process Monitoring (ProM): Working Document for Project Staff, 1996.

Box 2-2　ロジカル・フレームワークの限界

Mosse は、因果関係の仮説に基づかずに明確な目的をもつ活動を計画・実施するのは困難であり、したがって、ロジカ

ル・フレームワークと指標に基づくモニタリング・システムは、必要なプランニングとマネジメントのツールであるとし

ながらも、以下の点をあげて不十分なものであるとしている。

・ロジカル・フレームワークに基づいたプロジェクトのモデルは、現実と懸け離れている。

・インプットとアウトプットとの関係はリニアではない。

・インプットへの反応はしばしば比例的でない。

・行動は予想しない効果をもたらす。

・同じインプットを類似の条件下で投入しても、必ずしも同じ結果をもたらさない。

Mosseは続けて、「開発行為は紛れもなく複雑であり、その効果はしばしば予測できず、地域によっても異なり、また、

マネージメントが部分的にしか、あるいは全く制御できない領域（例えば、文化、政治、制度、政策、費用、または価格）

によって著しい影響を受ける。多くのプランナーは自らの経験から、開発の背景となる社会・政治的関係が周到に計画さ

れたインプットと同じ位、アウトカムに影響を与えることを知っている。」と述べている。

出所：David Mosse, “Process-Oriented Approaches to Development Practice and Social Research,” in Mosse et al. (eds.),

Development as Process, 前掲書、pp. 5-6。
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Handbook（PCM のトレーニング用教材）には、図 2-1 に示すように、「実施：ラーニング・プロセス」と明記さ

れている。これに対して、同書が補完する Manual Project Cycle Management（2001 年 3 月刊行、初版は 1993

年刊行）にはそのような記述はなく、ロジカル・フレームワークを基本ツールとする PCM 手法においても、これ

までの経験の上にプロセスを重視する傾向が強くなってきたものと推察される。

図2-1　「実施：ラーニング・プロセス」

出所： European Commission, EuropeAid Co-operation Office, Project Cycle Management Handbook, Version
2.0, March 2002, p. 22.

Mosse は、1980 年代初めから明らかになってきた計画的開発のアプローチにおける重要な転換として、Box 2-3

に示すような相互に関連する４点をあげているが、こうした動きの背景には、中央で計画された技術的プロジェ

クトの高いコストと低いパフォーマンスに対応する必要性、また、地元住民、NGOs、民間部門などの関与を通じ

て、公共部門の支出を抑え、開発介入の効果や長期的持続性を高める必要性が生じてきたことがある。同時に、

新たなマクロ経済・政治環境は、「グッドガバナンス」や「政治的多様性」などの政策的ゴールをもたらした。

さらに、これらの転換によって、「プロセス」への関心が高まっただけでなく、新たな様式の情報が要求される

ようになってきた。オープンエンドのプロジェクト・デザイン、手法や制度整備に関する取り組みは、迅速な情

報のフィードバックと実践からの学習を前提とするものである。異なったステークホルダーが異なった利害を有

し、彼らのオーナーシップやコミットメントが望ましいアウトカムをもたらす上で重要であるという認識に基づ

くプロセス・アプローチや参加型アプローチでは、組織的な利害や関係についての理解およびモニタリングが強

調される。

再プランニング モニタリン
意思決定

実施 実施

Box 2-3　開発アプローチの重要な転換

① 範囲の狭い技術牽引型プロジェクトからセクターワイドやクロスセクターの課題の取り組みへ

② 限定されたプロジェクトだけが開発援助の焦点ではなくなり、政策変更や制度改革といったより広範なゴールをめざ

すプログラム目標を達成する上で、管理されたネットワークおよび組織間の連携やパートナーシップの重要性が拡大

する傾向へ

③ 外部で計画された、技術的・管理的アプローチ（「ブループリント・アプローチ」）からより柔軟な反復的アプローチ

（「ラーニング・プロセス・アプローチ」）へ

④ 中央集権的・トップダウンアプローチから分権的・参加型アプローチへ

出所：Mosse, “Process-Oriented Approaches,” 前掲書、p. 6。
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このように組織的に複雑な要素が関わる開発では、従来の単純なプロジェクト・モデルとは異なる情報整備と関

係者（アクター）間のコミュニケーションが重要になってくる。例えば、制度的な「アウトプット」をモニタリ

ングするには、物理的なアウトプット（インフラや技術導入など）をモニタリングする従来のシステムでは不十

分であり、多様なステークホルダーの異なる視点を勘案するシステム、また、活動によってもたらされた重要な

変化を明らかにし、かつその情報をフィードバックできるような予知的・指標ベースでないモニタリングのシス

テムが必要である。このアプローチは必然的に、帰納的、選択的、解釈的とならざるを得ない。プロセス情報が

求められるより具体的な理由をBox 2-4に示す。

2-1-2　自立型農村開発における「プロセス」の考え方

農村開発はその定義からして、多様なセクターや組織を網羅し、場合によっては複数の村落や地域にまたがる活

動であり、「複雑な開発行為」の典型である。加えて、その地域／コミュニティ固有の関係的／文脈的要素や開

発行為によってもたらされるダイナミックな要素に大きな影響を受けるため、Mosse が指摘するとおり、同じイ

ンプットを類似の条件下で投入しても、必ずしも同じ結果をもたらさないし、インプットとアウトプットとの関

係はリニアではない。本プロジェクト研究においてこれまでに調査してきたアフリカ諸国における様々な農村開

発プロジェクトの事例も、そのことを如実に物語っている。

本ガイドラインでは、図 2-2 に示すように、インプットとアウトプットとの間、さらにはアウトプットとアウト

カムとの間にある「ブラック・ボックス」を「プロセス」と捉える。この「ブラック」は因果関係の比喩であり、

場合によっては「灰色」や「半透明」であるかもしれないが、それはここでは大きな意味を持たない。

Box 2-4　プロセス情報が必要とされる理由

① プロセス情報は、新規のより複雑な業務を実施する組織の能力を高める手段となる。

② プロセス情報は、新たなアプローチの有効性を確認する、政策変更のためのロビー活動を行う、あるいは将来のプロ

ジェクトのデザインを知らせるための手段を提供する。

③ プロセス情報は、事業のインパクトを説明し、プロモーション資料を作成するための手段となる。

④ プロセス・モニタリングは、組織間の共同を理解する、すなわち、パートナーシップがどのように機能するかを分析

し、共同が組織のパフォーマンスに与えるインパクトを評価することを狙う。

⑤ プロセス・モニタリングは、批判的な「制度的エスノグラフィ」を作成する、すなわち、優勢な言説やコンセンサス・

モデルを分析し、潜在的な組織の目的を明確化する。

⑥ プロセス・アプローチは、より広範な理解と批判的なフィードバックの機会を提供する。

⑦ プロセス・モニタリングは、プログラム内における交渉とコンセンサス醸成の制度的プロセスへの関与の手段（アウ

トカムの「記録」よりむしろ「生成」の手段）として用いられる。

出所：Mosse, “Process-Oriented Approaches,” 前掲書、pp. 8-9。
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図2-2　自立型農村開発における「プロセス」と「プロセス・モニタリング」

注：「ブラック・ボックス」は従来、インプットとアウトプットとの間にある科学的・論理的合理性と捉えら
れてきたものである。ロジカル・フレームワーク・アプローチは正にこの捉え方に基づくもので、特定の
インップットに対して、常に同様のアウトプットが得られると仮定するのは、その間に合理的な因果関係
が存在すると考えるからである。この捉え方に基づけば、その「ブラック・ボックス」の中味を追究する
必要はない。自立型農村開発におけるプロセス指向アプローチでは、この中味こそが問題であり、それを
把握・分析するのがプロセス・モニタリングであるといえる。

ここではまた、以下のようなプロジェクトの活動やアクターの行為などに影響を与える要素を全て「プロセス」

の要素と考える。

① 環境的要素：政治、政策、制度など

② 既存の関係的・文脈的要素：人間関係、家族・親族、伝統的・非伝統的組織、組織間の関係、宗教、伝統

的価値観、社会規範など

③ プロジェクト特有のダイナミックな要素：プロジェクトを構成する活動そのもの、実施によって発生する

アクター間の利害、特定のアクターの影響力、行動、組織、組織間の関係など

④ ラーニング・プロセス：全てのステークホルダーによる学習の行為やその成果（計画の変更、実施能力の

向上など）

受益者である住民を支援する行政やドナーにとって、自立型農村開発（自立発展性の高い農村開発）を模索する

上でプロセス指向アプローチの最も意義深い点は、開発プロジェクトを変更可能な手続きや方法をもつ柔軟なシ

ステムと捉え、実施を通じて得られる教訓や認識されていく関係的・文脈的要素、プロジェクト特有のダイナミ

ックな要素などを分析し、その結果を次の実施過程へフィードバックする、あるいは他の開発実践（事業内容・

受益者・地域面での拡大、再現、改良実施など）に活かすことであると考えられる。上述にように、「プロセス」

をプロジェクトの成否や持続性に影響を与える関係的・文脈的要素およびプロジェクト特有の要素と捉えること

は、行政やドナーにとって、「プロセス」のモニタリング、すなわち要素や事象の観察、記録、分析、その結果

を反映した行動などが、プロジェクト実施上必須の活動であることを意味する。それはまた、プロセスのモニタ

リング（特に住民参加型の場合）が、住民にとっても（彼らが本来自立した存在であったとしても）、より自立

的にプロジェクトの実施に関わり、プロジェクトの終了後も自ら運営管理できるとともに、同様の問題を解決す

る能力をもつようになる上で、有益な活動になることを示唆する。

インプット アウトプット

＜プロセス・モニタリング＞
＜プロセス＞

ブラック・
ボックス

要素
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2-1-3　プロセスを理解するためのアプローチと一般的課題

(1) モニタリングにおけるプロセス指向アプローチの一般的特徴

Mosse は、モニタリングにおけるプロセス指向アプローチの一般的特徴（常にあてはまるとは限らないが、他の

アプローチと区別する特徴）をBox 2-5のように、また、プロセス・モニタリング／リサーチの多様な側面をBox

2-6のようにまとめている。

Box 2-5　モニタリングにおけるプロセス指向アプローチの一般的特徴

① プランニングやデザインの活動や事後評価とは対照的に、プロジェクト／プログラム実施期間を通じて継続的に

情報を収集する。その情報は、開発の介入の「スナップ・ショット」や予め決められた指標に対する進捗の測定

ではない。

② プロセス・モニタリングは、「現在指向」である。現在起こっていることに密接に関係し、プロジェクト・サイ

クルの中では、プランニングや評価より、実施に強調が置かれる。

③ プロセス・モニタリングは、「行動指向」である。プロセス・モニタリングの成果物はまず、それらに迅速な行

動を通じて反応すべき立場にある参加者に向けられ、実施過程での戦略・戦術の調整を支援する。他方、行動指

向は、方法論でもある。介入や変化は、通常は目に見えない社会システムを示す構造や力関係を明らかにする。

このような視点に立つと、「実行によって学ぶ（learning by doing）」ことの意義は、それがもたらす情報の直

接的効用のみならず、それによって、実践を社会科学的により良く解釈することができるという点にも見い出さ

れる。

④ プロセス・モニタリングは、帰納的かつオープンエンドである。その関心事は、一般的な行動指向の傾向（予想

されるアウトプットやインパクトに絞った狭い範囲での情報収集）とは対照的に、プロジェクトの枠を越えたよ

り広範な事象や関係、多様なインパクトなどにある。

⑤ プロセス・モニタリングは通常、プロジェクトの構造やプログラムの日常業務・情報のフローの外に位置付けら

れるので、特別なスタッフの配置あるいは環境設定が必要となる。

⑥ モニタリング情報は個々人の利害・関心に満たされているが、モニター自身の多様な視点や判断を重要なデータ

として取り扱い、明白に認識する（個々の主観的な評価、選択、濾過などを公の領域に持ち出す）ことが、プロ

セス・モニタリングの１つの特徴である。

⑦ プロセス・モニタリングは、他のモニタリング、インパクト評価、あるいはプランニングの方式の代替ではなく、

相互に補完的である。実際、ロジカル・フレームワーク分析やステークホルダー分析などのプランニングのツー

ルは、プロセス・モニタリングを組み立てるのに役立つし、他方、プロセス・モニタリングがもたらす情報は、

定量的データを解釈する上で文脈的手がかりとなり、またそれ自身が各種の定点的評価調査にデータを提供する。

出所：Mosse, “Process-Oriented Approaches,” 前掲書、pp. 10-11。
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 (2) 　プロセス・モニタリングの方法と一般的課題

プロセス・モニタリングの方法には、フルタイムの独立した調査研究者による集約的なフィールドワークから実

施機関のスタッフによる定期的なレビューまで、また、オープンエンドなエスノグラフックのようなフィールド

ノートをとるものから重要な出来事について綿密に構成された選択的な報告まで、極めて多岐に亘る方法がある。

Box 2-7に、最も集約的な方法である「プロセス・ドキュメンテーション・リサーチ（PDR）」の概要を、またBox

2-8に、GTZが用いているプロセス・モニタリングの基本的活動を紹介する。

Box 2-6　プロセス・モニタリング／リサーチの多様な側面

① プロセス・モニタリングの方法は、当該プログラムの行動によって制約される。実施機関のスタッフによって自己

報告的に行われる場合もあり、外部からプロセス研究者などを招いて別に組織された形で行われる場合もある。

② プロセスに関するデータ・情報は様々な利用者（地元住民、フィールドスタッフ、プロジェクト事務所、開発実施

機関、ドナー、議員など）に向けられる。しかし、関係者間の対立の可能性を考慮し、主に１つか２つの利用者に

向けられるのが普通である。

③ プロセス情報の焦点は、フィールドレベルの実施、コミュニティ間の関係、開発機関と地方コミュニティの連携、

組織間あるいは組織と国家との関係など、多様に変化する。

④ 作業の強度も様々である。例えば、フルタイムのフィールド研究者による長期間にわたるオープンエンドな参与観

察、あるいは、チェックリスト、インタビュー、二次的データ（議事録など）、フィールド・プロセスをレビューす

る会議などを用いた不定期のフィールド訪問がある。

⑤ データはフィールドノートや日誌という形で、系統的・正式には記録されるとは限らない。時には口頭での報告で

あったり、たまにしか報告・配布されないこともある。

出所：Mosse, “Process-Oriented Approaches,” 前掲書、pp. 11-12。

Box 2-7　プロセス・ドキュメンテーション・リサーチ（PDR）

PDR はプロセスを理解するための最も集約的な方法として知られるもので、通常、実施機関の外部から派遣される研究者の

長期住込による村落レベルでの参与観察および記録活動を通じて行われる。そこでは、フィールドレベルの活動、会合、交渉、

意思決定、実施に関する問題などが、詳細綿密に記録される。PDR の集約度を下げた応用として、構造化インタビュー、出来

事の再生、既存の文書資料の利用などによってモニタリングを行う方法もある。この方法は、「プロセス・モニタリング・リ

サーチ（PMR）」とも呼ばれている。

PDR は 1970 年代末に、フィリピンの国家灌漑庁（NIA）が、農民組織の育成によって末端の灌漑管理を改善することを目的

として実施したパイロット・プログラムにおいて、フィールド・レベルの実施状況を調査するために用いられたのが始まりで

ある。同プロジェクトの一環として 1978 年に開催されたワークショップにおいて、PDR という用語が造り出された。同プロ

ジェクトで PDR が用いられた初期の段階では、観察や記録は必ずしもオープンエンドではなく、NIA の方針や手続きに基づく

構成であったが、結果的にはそれも手伝って、フィールドでの介入方法（会合の開催、活動の記録、水利組合の資金運営、リ

ーダーシップの醸成、水の配分など）に関するマニュアルやトレーニングのカリキュラムなどを生み出すことになった。後期

の段階では、特定課題にフォーカスした観察・記録や、インタビューによるプロセスのモニタリング（PMR）などへと変わっ

ていった。PDR はその後、フィリピンの社会林業、タイやインドの小規模灌漑などを含む様々な地域／セクターのプロジェク

ト／プログラムで活用され、地方の資源を管理する制度作りのプロセスの理解や促進、政策およびプログラムに関する意思決

定を左右する有用なデータの作成などの点で成功を納めてきている。

出所：David Mosse, “Process Documentation Research and Process Monitoring: Cases and Issues,” in Mosse et al. (eds.), Development as Process, 前掲書、pp.
31-37。
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Development as Process においても、南アジアを中心とする諸国の開発プロジェクト／プログラムを事例として、

様々なプロセス・モニタリングの方法が紹介されている。第3章～第5章は、個別プロジェクト内でのプロセス・

モニタリング、第 6 章～第 8 章は、異なる組織間でのプロセス・モニタリング、第 9 章は、政策改革におけるプ

ロセス・モニタリングをそれぞれ扱っているが、それらの報告でも明らかなように、プロセス・モニタリングの

方法は極めて多様である。

Development as Process や調査団内での議論に基づき、プロセス・モニタリングの一般的課題は、以下のようにま

とめられる6。

① 目的の明確化：目的が明確でなければならない。特に、PDR は一般的に適用可能な方法ではなく、当該プ

ロジェクトにおいて、複雑な活動・事象への対応、革新、拡大、再現などの必要性、および経験から学ぶ

Box 2-8　GTZによるプロセス・モニタリングの4つの基本的活動

プロセス・モニタリングには、必ずしも定型的な方法があるわけではない。前掲の Development as Process や GTZ の

プロセス・モニタリングに関する手引書によれば、その方法は、援助／実施機関によって定められるというよりは、プロ

グラムやプロジェクトごとに最も適するものを設定すべきである。GTZ の手引書は、プロセス・モニタリングの基本とし

て、下図のような「プロセスの選択」、「観察」、「振り返り」および「行動」という 4 つの活動を示すとともに、「作業

と役割」、「学習」、「組織とグループのパフォーマンス」、「グループ・組織間の協力」、「不足資源を巡る対立」および

「行動の戦略」という 6 つの観察分野をあげており、それぞれについて有用なツールを例示しているが、最終的にどのツ

ールを用いるかは、手引書の利用者が置かれた状況や関わっているプロセスによって利用者自身が模索し決定する。

注： 「プロセスの選択」、「観察」、「振り返り」および「行動」がプロセス・モニタリングの 4 つの基本的活動であり、この順に、上図

に示すような質問がなされる。ただし、質問はプロジェクトの内容やそれが置かれている状況によっても異なり、この限りではない。

出所：Deuche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit (GTZ) GmbH, Process Monitoring (ProM): Working Document for Project Staf

1996.

行動
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という組織的モチベーションを伴わないプロジェクト・プログラムでの活用は適切ではない。

② 正当性の確保：明確な目的とともに、実施機関の上層部の理解と支援が不可欠である。

③ プロセス作業の範囲と集約度：詳細を把握するための対象地域における集約度の高い調査活動と、プロジ

ェクトのインパクトに関係する「偶然の出来事」を捕捉するための広範な調査活動との両方が必要とされ

る。したがって、コストと時間がかかる。

④ 情報作成に関与する者：誰が（内部者か外部者か）情報作成に関与するかが問題である。外部者（外から

雇う専門家）は独立性があり、時間や関心の面で制約が少ないのに対して、内部者はプロジェクトを熟知

しており、そのモニタリングは妥当性や容認性、また、情報を意思決定や組織的学習にフィードバックさ

せうる可能性が高い。プロセスの中心部分である認識や判断を生み出すのは、正しい事象への関与である。

⑤ 調査研究スキル：情報作成者には高い調査研究スキルが要求される。すなわち、情報作成者は、プロジェ

クトおよび対象地域に関する十分な知識を有し、プロジェクトからの独立性と住民との良好な関係を保ち

つつ、異なったアクターの異なった見解を理解する能力を兼ね備えていること。また、観察、分析、報告

等において高い技能をもつこと。

⑥ 参加型手法／参与観察の利点と問題点：参加型はモニタリングの正当性と説明責任を高めるが、下方説明

責任（特に文書情報の場合、受益者に対する説明責任が果たされ難い）および批判的な分析（コンセンサ

ス形成が重視され、異なる／対立する意見や視点が表面化しにくい）という点では必ずしも有利ではない。

⑦ プロセス情報の利用：情報が政策担当者に十分活用され制度的変化に貢献するためには、情報収集の目的

および情報のフィードバックの経路が明確であり、かつ情報が咀嚼（解釈）され整理されている必要があ

る。また、文書のみならず、口頭での明確・簡潔な説明や討議も必要である。

これらの課題はプロセス・モニタリングが、先に述べたような複雑な関係的・文脈的要素（既存のもの、活動に

よって新たに生じてくるものを含む）を観察し解釈した上で、それを次の行動に反映していく作業であることに

多く起因すると考えられ、「一筋縄では行かない作業」であることを示唆する。関係的・文脈的要素は対象地域

やプロジェクトごとに異なるものであり、それらの個別の事情に応じて、モニタリングの方法、範囲・集約度、

得られた情報の活用方法などを組み立てなくてはならない。さらに、モニタリングの方法については、誰が行う

かだけではなく、GTZの「プロセス・モニタリングの基本的活動」（Box 2-8）にも示されるように、具体的に、

何に焦点を合わせ、それをどのような手法（例：観察、聞き取り／物語り、グループディスカッション、各種PRA

手法の応用など）を用いてモニターするのかなども重要な課題である。

                                                                                                                                                                                             
6 Mosse, Process Documentation Research and Process Monitoring, 前掲書、pp. 31-37およびpp. 44-46。
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2-2　主要ドナーのモニタリングの考え方について

2-2-1　主要ドナーのモニタリングの考え方

前節では自立型農村開発を具現化するために、プロジェクトの日々の活動（プロセス）をモニタリングし、その

結果を計画に反映し、関係者がより取り組みやすいものに改善する必要性を示した。JICA の実証調査を伴う開

発調査などではプロジェクトをマネージし、プロジェクト終了後の活動の復元性、波及性、持続性を考えること

を主な目的としてモニタリングを行う場合もあるが、制度化されたものではない。中間評価や終了時評価といっ

た調査期間中のある一時点を取り上げて行なう「定点的な評価」のみで、自立型農村開発の具現化につながる長

い目でみた事業の発展性について考えることは難しい。そのため、例えば事業に対する人々の取り組み状況、な

らびにその変化、活動への一部負担金の拠出状況、事業を興し実施するための熱心度といった、定期的な評価だ

けではとらえにくい日々の活動についても、継続的にみていくことが必要と思われる。

本節では、他ドナー、NGOの、日々の活動のモニタリング（並びに評価）についての考え方について整理する。

(1)　IFAD

IFAD はモニタリング＆評価(M&E)を「学びのツール」としてだけではなく、プロジェクトの戦略と運営を改善

するものと位置づけ、「プロジェクトマネージャー」「モニタリング&評価スタッフ」「コンサルタント」「IFAD

とその関係機関」の４タイプの読者を想定した、実務に重点を置くガイドライン7を作成した。そこでは、ロジ

カル・フレームワークの「使い勝手」に着目した分析が行なわれ、ロジカル・フレームワークを補完する案が提

案されている。

IFAD は M&E の結果がプロジェクトの意思決定の一部に使われ、人々が限りある資源を有効に使ってプロジェ

クト活動を行い、インパクト8をさらに強化することを M&E の目的と考える。そのために事前評価段階で、可

能なかぎりプロジェクトの年次計画にもリンクさせた M&E を検討することを推奨する。勿論、現実にはプロジ

ェクトを実施していく過程で状況が変化すれば、プロジェクト戦略も変えていく必要がある。そのため、実際に

は実施から1年ぐらいで IFADの評価ミッションが派遣され、事前評価レポートのM&Eターゲットに基づいて、

パフォーマンス指標フレームワークのドラフトを作成し、ログフレームをより具体化する作業を行なう。その時

期にテクニカルアドバイザー１名がデータベースの作成・データ収集フォームの作成を促し、プロジェクト内の

M&E 調整ユニット（個人、組織）が、大学研究機関など外部に委託して集めた M&E 結果を、プロジェクトマ

ネージャーが必要な時に早く使える体制を整えることを目指している。

尚、M&Eを実際に行なう上では、情報管理、参加型モニタリング活動、フィールド訪問などに必要な資金、M&E

システムを構築し、参加型のベースライン調査を行い、スタッフやパートナーを研修する時間、M&E を支援す

る専門性が不可欠である。資金面については、AWPB(Annual Work Plan and Budget)を政府予算に組み込むことを

推奨している。

                                                  
7 IFAD Practical Guide for Monitoring and Evaluation of Rural Development Projects（2002）
8農村開発における成果＝農村の人々の居住環境における持続性を強化するような変化。貧困削減に資する変化。Output→

outcome→impact
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(2)　EC (EuropeAid)9

2-1 節でも見たように、EC は「実施＝継続的なラーニング・プロセス」と考え、プロジェクトを実施・マネー

ジする中で集めた経験を分析、計画にフィードバックし、実施アプローチを更新することをモニタリングの目標

としている。そこでは、プロジェクトの目標を達成するために内部モニタリング（internal monitoring）を行い、

プロジェクトの運営と意思決定のための情報を、システマティックかつ継続的に収集・分析・使用することに主

眼が置かれている。

モニタリングでは活動状況とその経過、予算執行状況、必要とされる結果が出ているか（効率性）、これらの結

果がどの程度プロジェクトの目的達成に貢献しているか（効果）、プロジェクトの前提条件は変わらないか、と

いったことを見ていく。当該ハンドブックではまだ EC の標準とされてはいないものの、「ベストプラクティス」

として、プロジェクト運営者が内部モニタリングの結果を元にロジカル・フレームワーク、全体の活動スケジュ

ール、全体の資源配分スケジュール、年間活動スケジュール、年間資源配分スケジュール、実施スケジュールを

見直す（update）することも提案されている。

上記の内部モニタリングとは別に定期的な外部者による評価も DAC の５つの基準に沿って実施し、その評価結

果をログフレームの見直しに生かすことも想定している。それらをまとめたものが表2-1である。

表2-1　ECの海外協力プロジェクトにおける評価、モニタリング、監査の違い

評価Evaluation モニタリングMonitoring 監査Audit（参考）

何を What 援助政策･アクションについて

DAC の評価基準（効率性、効果、

インパクト、関連性、持続性）に

そって評価。

主に効率性と効果（実際と計画の

比較）をシステマティックなマネ

ジメント活動の一貫として実施

・伝統的には財務状況とその報

告

・最近ではパフォーマンスも

どのように How 深い分析 迅速かつ継続的な分析を行い、実

施中の活動の改善に役立て、パフ

ォーマンスを向上させる

財務的な監査

誰が　Who 評価分野の外部専門家 外部者、内部者 外部の専門的な監査人

いつ　When ・基本的に終了時、または終了

後に 1～2 回。教訓を得て将来

の政策やアクションに生かす

・中間評価によるプロジェクト

実施の軌道示唆。

年に数回、定期的に 実施期間中あるいは終了後

出所： EC(EuropeAid): Project　Cycle Management Handbook（2002年3月）p.29より調査団作成

(3)　GTZ10

GTZ はプロジェクトをマネージすることよりもむしろ、人々のラーニング・プロセスを重視したプロセス・モ

ニタリングを推奨している。人はそれぞれの視点や関心により、プロジェクトを異なって受け止める。そのため、

GTZ は参加型モニタリングを実施することで、個々の経験や受け止め方、グループや組織の様々な関心、行動

戦略を認識し、住民が変化を如何に受け入れ、あるいは反発するかを知った上で現実的な解決策を具体化し、相

互のコミュニケーションを促進することを考えている。その結果、住民の自立性（autonomy）と自己責任(self-

                                                  
9 EC (EuropeAid , Project Cycle Management Handbook, 2002年3月
10 GTZ、Process Monitoring : Work Document for Project Staff、1996 、Guidelines for Impact Monitoring、March 2001
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responsibility)が促進されることが期待され、プロジェクトに関係するすべての人が参加してプロセス・モニタリ

ングを行なうことが推奨されている11。

このような「参加型プロセス・モニタリング」の実施は容易ではない。GTZ が考えるプロセス・モニタリング

はプロジェクトにより異なり、オーダーメイドで行うという基本方針である。基本的には関係者自身でどこから

始めるかも決定できるほどの柔軟性をもっている。

(4)　CARE12

プロジェクトという特定の期間内の活動計画を、原因と結果（causes and effects）のロジックに沿って計画しても、

人間の行動、システム、外部環境の役割などその一部には不完全な理解がつきまとう。そこで CARE はプロジ

ェクト立案者と実施者（受益者）が共に働く中でコミュニティーや組織を理解し学びあい、目標を達成するべく

必要な調整を行うことを推奨している。

歴史的にプロジェクトもプログラムも中間評価、終了時評価といった「活動に対する振り返り」REFLECTION ON

ACTION13が主にとられてきた。しかし、それだけではなく活動を振り返りつつ問題を解決し、理論形成する中

で事態を再評価し、学ぶ「活動の中での振り返り」REFLECTION IN ACTION14も必要であると考えられている。

即ち、プロジェクトへのインプット、アウトプットのチェックだけでなく、その示唆するものへも注意は払うべ

きであると考えられている。

これにあたっては、関係者が事前に仮説をたてて特定可能（いつ、何を）、計測可能（どのぐらい）、実現可能な

成果、効果、目標（ゴール）の指標を設定しておく必要があると考える。そのためにはプロジェクト立案チーム

は既存のプロジェクトでよく起きている失敗や成功をレビューする充分な時間をとり、関連する最近の対象地域

のプロジェクト･プログラム・コンポーネントの成功や失敗もよくレビューして、計画をデザインすべきである

と考えている。

(5)　世界銀行

世界銀行は近年、「決まった枠の中に人々が参加するのではなく、自ら活動する」「活動を通して人々の能力強化

                                                  
・ 11 例えば、定期的に開かれるモニタリングセッションで以下のようなことを聞き、抱える疑問をシステマティックに観察
し評価するところにプロセスモニタリングは始まる。
・なぜ、同じ活動が違う経緯をたどったのか
・なぜ特定の協力がうまくいき、他ではうまく行かなかったのか
・なぜ期待した成果に達しなかったのか
・なぜ同じミスを繰り返すのか
・なぜ新しいアイディアを出せないのか
・なぜ人々がかれらの持つ機能を活用しないのか？
・なぜ経済的インセンティブがなんの効果ももたらさないのか
・人々が本当に我々に求めているのは何か？

12 CARE、Project Design Handbook(draft), August 2002
13 REFLECTION ON ACTION occurs either following or by interrupting the activity。振り返り(reflection)を促進する
ため、以下のような自答が行われる。
・ 期待されている効果は何か？
・ 予期せぬ効果があったか？
・ このことから我々は何を学んだか？
・ 我々の活動の中から何を改めて学び、学んでいなかったのか？
・ 我々の次のステップは何か？
・ 計画通りに進まなかったので活動をやめるべきか？
・ 必要とされる結果を得るために活動を続けるか？
・ より成功しそうな他の活動を開始するか？
14 REFLECTION IN ACTION occurs during (without interruption) the activity by thinking about how to　reshape the activity while it is
underway.
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を図る」ことを目的とするアプローチ、Community Driven Development(CDD)を適用して、積極的に農村開発プ

ロジェクトを実施15している。そこでは住民が活動を通じて学ぶことに重点を置き、住民とドナーのそれぞれの

意向を反映しつつ開発を進めるために、日々の活動をモニタリングすることが必要と考える。日々の活動のモニ

タリングは住民により形成された開発組織が中心となって行なう。関係省庁はそれぞれの分野のサービスを提供

することが期待されている。

CDD では形成された住民組織の能力向上のために、直接、住民組織名義の口座に資金を振り込む、あるいはNGO

を通じて住民組織に資金を供給する方法を用いている。これにより活動のタイムリーな実施と、それを通じた住

民組織の強化が可能となると考える。反面、小額の資金が数多くの住民組織の口座に振り込まれるため、その資

金管理が煩雑であり、多くのプロジェクトにおいて現場での資金の流出入、ならびにその使途を把握することが

課題となっている。そのため、現在、日々の活動に必要な小規模な資金の動きと、資金使途（予定された目的に

沿った使われ方がされているか）をモニタリングするシステムを構築中である16。また、結果的に既存の行政シ

ステムとのパラレルな制度を作ってしまうことに対する懸念も認識されている。

これまでに実施された、住民による活動の進捗状況のモニタリングの実施状況を見ると、往々にしてインプット

主体の報告となりがちであると分析されている。また、住民組織、地方政府など様々な関係者が関与するため、

異なる利害関係の調整が困難となる場合もある。サヘル地域のプロジェクトをレビューした世界銀行の報告によ

れば、報告の質にもばらつきがあり、現場視察から充分な質的フィードバックが行われていない17。

世界銀行は CDD アプローチを推進するにあたって、住民組織、あるいは地方政府のリーダーシップが要である

との認識を持つ。そして、住民組織を強化するためには最初に時間をかけて取り組む必要があるが、世界銀行の

現行スキームでの対応には限界があるとの認識も持つ。

(6)　USAID

USAID は 1990 年代から権限の在外事務所への委譲を進めており、在外事務所はプロジェクトの決定、実施、モ

ニタリング&評価を行っている。援助総額の 3～10％をモニタリング＆評価に用いることが義務づけられ、モニ

タリング結果は主にプロジェクトのマネージメント、ならびにその結果の USAID の援助政策への反映のために

用いられている。

USAID の通常のプロジェクトの実施期間は 5 年であり、その間のパフォーマンスマネージング計画(Performance

Managing Plan：PMP)を事前に策定18することが義務づけられている。プロジェクトはコントラクターに委託して

実施し、その後、USAID が委託した大学、コンサルタント、NGO などが PMP に沿ってプロジェクト活動をモ

ニタリング・評価する。その結果、明らかにされた疑問点19は、現地事務所が通常業務の一貫としてその理由を

明らかにする。このモニタリング＆評価は同時に、相手国研究機関などモニタリング実施者のキャパシティー・

ビルディングにもつなげることも目指している20。半年に 1 回、フィールドオフィサーから構成される調査団が

                                                  
15ウォルフレンソン総裁の強い支持もあって、世界銀行は過去2～3年、急激にCDDプロジェクト金額を増加させ、現在、年
間20億ドルが世界中のCDDに用いられている。
16以下、 Nalini Kumar, Community-Driven development: Lessons from the Sahel: An Analytical review, Director-General, Operations
Evaluation Department, The World Bank, 2003, p.29
17前掲書。ラインマネージャーはプロジェクト現状報告(Project Status report)がプロジェクト監査(supervision )に有効なマネジメ
ントツールであることを認識しておらず、ただフォーマットを埋めるレベルに劣化している。特に報告の質的拡充よりもむし
ろ、その提出期限を守ることがまずは大事であるとの意見も聞かれる。
18 PMPはかつて5年ごとに見直しをしていたが、今は1年毎に見直す。
19 例えば、新たにパイナップル生産を導入するプロジェクトに置いて、計画よりも参加者が少ない場合、その数値が月間モニ
タリング指標に現れた段階で、理由を調べ、プロジェクトの計画を改善する。
20例えば、ケニアのPublic Policy Instituteがプロジェクトレベル、国レベルでモニタリング･評価を行なった結果、組織の能力も
高まった事例がある。
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事務所のポートフォリオ分析を行なう。農村開発プロジェクトの現場では、住民による日々の活動のモニタリン

グが行われている場合もあるが、それらは体系化されたものではなく、人々の実施能力や嗜好に応じてプロジェ

クトサイト訪問、関係者とのミーティングが適宜、行われている。

各国の事情を尊重し、その国にあった開発プロジェクトを実施・モニタリング･評価する体制が整えられてきた

反面、それらのモニタリング・評価結果をまとめることが難しくなっている。米国議会へ報告するためにはある

程度、総論化する必要があるが、その一方、各国別の特性が反映されなくなるというジレンマもあり、USAID

の在外事務所への権限委譲に伴うトレードオフが認識されている。

（7） 　UNDP21/UNCDF

UNDP は 1998/99 年ごろから、プロセスよりも、成果を重視するとのスタンスを強めている。この背景には、資

金源の変化があると考えられる。即ち、UNDP の資金源は大きくコアとノンコアから成り立ち、コアの部分は援

助国から何の条件もなく拠出される（UNDP のフリーハンド）資金、ノンコア部分は各国が「タイド」で拠出す

る資金であるが、近年、前者が減少しつつある反面、後者が年々、増加している。それは資金使途の説明責任が

より増したということであり、成果主義が導入される１つの要因となっている。

成果主義の導入にあたって、評価の主眼を従来の「アウトプット」から「アウトカム（開発に伴う変化）」へと

シフトさせつつある。例えば、従来はキャパシティー・ビルディングのためのトレーニングというと、「トレー

ニングに指導者がきたか否か、トレーニング参加者数、回数」といった数量的把握をメインに行なっていた。し

かし、今では、その結果、人々にとってどのようなインパクトがあったか、という成果に重きを置いて評価しよ

うとしている。上記 USAID と同様、在外事務所に権限を委譲し、アウトカムのモニタリングと評価をさせてい

るが、これまでの「アウトプット管理」に慣れた職員に、アウトカムのモニタリング・評価を、といっても簡単

ではなく、出てくるレポートは必ずしもアウトカムの評価になってない場合も多い。

UNDP は現場でのモニタリングに直接、関わるというよりはむしろ、そこから上がってきた報告を見て、戦略を

定める判断材料とする「パフォーマンス・モニタリング色」を強めつつある。その中で、比較的、農村の現場に

近いところでプロジェクトを実施しているのが UNCDF(United Nations Capital Development Fund)である。主に、

地方分権と地方政府強化を目的とした支援を実施し、目標達成ならびに他地域での再現のために、慎重な計画立

案とパフォーマンスのモニタリング&評価、報告が必要と考える。

UNCDF では「自動評価（Auto Evaluation）」と、「モニタリング・インフォメーション・システム（Monitoring

Information System：MIS）」の 2 通りのモニタリング＆評価を実施している。自動評価は、受益者が自らの受け

止め方に基づいて活動を評価するものである。MIS は、ログフレームに沿ってパフォーマンスを、定量的、定

性的なターゲットに準じて、プロジェクト期間中、1年ごと（Project Operations Plan：POP）、1ヶ月毎（Annual Work

Plan：AWP）に、その結果(output)と成果（outcome）を、モニタリング・評価・報告する。POP や AWP による

タイムリーなモニタリング結果の報告は、UNCDFの情報マネジメントシステム（Monitoring Information System:：

MIS）に記録し、将来的には世界中のどこにいても、プロジェクトの進捗状況は人目でわかる（究極のアカウン

タビリティー）ことを目指す。

2-2-2  ドナー比較

表 2-2 は上記レビュー結果を一覧表にまとめたものである。どの機関も中間評価や終了時評価での主として「計

                                                  
21 UNDP に関する記載は、2004年2月25日（水）UNDP Evaluation Department, Ms. Ruby Sandhu-Rojon, Evaluation Specialist,
Evaluation Office, Office of the Administratorとの面談に基づく。



21

測可能・定量的な」指標を定期的にモニタリングすることに加えて、プロジェクト期間中もなんらかの形で活動

をモニタリングし、その過程で生じた変化とその理由を分析し、次の活動に生かしていく重要性を認識している。

IFAD は「融資機関」であるためか「ドナーがプロジェクトの一連の流れをマネージする」ことに重点を置き、

主としてドナーが中心となってモニタリングを行う考えを示す。一方、プロジェクトのマネジメントと意思決定

のためにドナーによる外部評価だけではなく、もう少し内部モニタリング結果から挙がった情報も活用すること

を提唱しているのが EC である。ただそこでは主として EC 自身がプロセス・モニタリングから学び、その結果

をプロジェクトの次の段階に生かすことが考えられているが、受益者が自らプロセス・モニタリングを行なうな

かで学び、力をつけていくということがはっきりとは資料からは読み取れない。

外部への説明責任の観点から、成果主義を強く打ち出している UNDP、USAID は、プロセス・モニタリングに

関する権限を大幅に現地事務所に委譲し、本部はそこから抽出された年次報告を主に援助政策、出資者への説明

に用いる戦略をとる。

これに対して、ドナーだけでなく受益者自身もプロセス・モニタリングに従事し、そこから学ぶことで住民の能

力向上も図ろうとするのが、世界銀行、GTZ、CARE である。「プロジェクト関係者」（ドナー/NGO、受益者/相

手国政府等関係機関等の両方を指すと類推できる）が調査開始前から関与して、プロジェクトのゴールとそれを

実現するための活動を見る指標を考え、モニタリングしていくことを提案している。

表2-2　ドナー別　プロセス・モニタリング比較

PM（プロセス・
モニタリング）
とは

誰のための
モニタリン
グ （ ＆ 評
価）？
（参加者）22

何の目的でモニ
タリング（＆評
価）を行なうか

モニタリング（＆
評価）指標の決定
（だれが、いつ）

誰が（いつ）モニタリ
ング（＆評価）を実施
するか

IFAD
(M&E)

・実施の最中に主要

な関係者によってア

ウトプットと活動を

決める機会を設ける

こと

・人々が限りある資

源を有効に用いてプ

ロジェクト活動を行

い、インパクト（変

化）をマネージ、強

化するためのツール

・単なる学びのツー

ルだけではなく、プ

ロジェクトを実施し

ながら戦略と運営を

調整するもの

・M&E 結果はその

コミュニケーション

プロセスと情報がプ

ロジェクトの戦略と

オペレーションの改

善に貢献

・プロジェク

トの主要な関

係者

・結果は必要

な人に知らさ

れなくてはい

けない

・改善に主眼をお

いた振り返り

・農村開発プロジ

ェクトのインパク

トの最大化

・インパクトを信

頼できるものとし

て示す

・アプレーザルレポー

トで M&Eターゲット

を設定

・実施から約 1 年後、

評価ミッションが上

記ターゲットの見直

し

・テクニカルアドバイ

ザー１名がデータベ

ースの作成・データ

収集のプロトタイプ

フォームの作成支援

・（現地）プロジェクト内

に M&E コーディネイティ

ングユニット（個人、組織）

・外部の M&E 専門の個

人、組織に委託（その管理

はプロジェクトが行なう）

・M&E がもっとも効果的

なのは M&E がプロジェク

トオペレーションと意思決

定の一部である時

・初期は時間を充分にと

り、M&E 体制を構築（そ

のための予算確保）

                                                  
22 レビューをした各ドナーのガイドラインの想定する読者ではなく、ガイドラインで説明するM&Eが誰のためのもの、を記
述。
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EC ・プロジェクト目標

（objectives）を実現

するための手段

プロジェクトマ

ネジメントと想

定される

・マネジメントが

実施上の問題を認

識し解決、意思決

定するための情報

・ラーニング・プ

ロセス：経験が蓄

積され計画や実施

アプローチにフィ

ードバックされる

・インセプション：必要

な情報が生み出されタイ

ムリーに使われるコミュ

ニケーションメカニズム

を構築

（プログレスレビューミ

ーティング、指標やマイ

ルストーンと比較した達

成を示すプログレスレポ

ート）

・四半期毎と 1 年ごとの

活動の進捗状況報告（翌

期以降の予算準備状況含

む）

・実施期間中にも外部者に

よるプログレスのフォロー

アップモニタリング実施。

結果はプロジェクト関係

者、相手国政府、EC 本部

など関係者に配付され、問

題認識に活用される。

・内部モニタリング（外部

ほど詳細は求められない）

・中間、終了時などの定期

評価は EC(EuropeAid)が責

任もって実施。

UNDP/UNCDF ・UNDP 本部：プロ

ジェクト成果の収集

手段

・UNCDF は相手国

政府〔特に地方政

府〕の能力向上の１

手段

･住民

･相手国政府〔特

に地方政府〕

UNDP/UNCDF

UNへの出資国

・プロジェクト管

理

・UNDP/UNCDF ・相手国省庁の中に project

management team 設置。１

ヶ月毎〔プロジェクト〕、

１年後にモニタリング〔本

部〕。

・本部が総括的なレポート

を作成

・Country office には一人、

focal point を設置し、全て

のプロジェクトのモニタリ

ング＆評価結果をレビュー

し、評価する（カントリー

オフィスに権限委譲） 　　　

USAID ・本部はプロセスよ

りも成果を重視

・現地事務所：各国

の事情にあったプロ

ジェクト実施のため

の情報収集手段の１

つ

・USAID

・米国議会

・プロジェクト管

理

・援助政策作成

・ケースバイケース ・大学、コンサルタント、

NGO

・半年に１回、現地事務所

がポートフォリオ管理

世界銀行 ・活動を通じた学び

（ learning by

doing）」による人々

の能力向上を促進す

る手段（人々が今や

っていることの結

果、近い将来、何が

起こるか）を予測す

る気付きの機会）

・コミュニティーが

自分たちの開発につ

いて独立した選択を

行なう手段

・成功事例を他地域

への波及するための

手段

・参加プロセスをモ

ニタリングする方法

･住民

･相手国政府

･世界銀行

・世界銀行への

出資国

・住民能力向上

・プロジェクト管

理

・効果の広範囲の

裨益

・事前にプロジェクト

内部で決める。

・「CDD を可能とす

る環境に関する指

標」と、「プロジェク

トレベルの指標」の 2

種類の指標を開発中

・住民によるモニタリング

・ドナーによる資金、資金

使途の管理方法を検討中

・プロセスモニタリング&

評価はプロジェクトの資金

で行なうことになってお

り、資金と時間のかかる

PM&E をあえて実施しよ

うとするインセンティブは

低い。



23

CARE ・プロジェクトの計画

立案、実施をファシリ

テートするもの

・連続性のある情報シ

ステム

・モニタリングはプ

ロジェクトマネジメ

ントのための意志決

定に必要な情報をル

ーティーンであつめ

ること

・モニタリングは

日々の活動であり、

評価は定期的に行な

う（中間評価、終了

時評価）

CARE スタッ

フ、相手国パー

トナー組織、コ

ンサルタント

･ゴールの達成度を

計測すること

・プロジェクト開始前

に参加者の独自の基

準を入れたモニタリ

ング指標を考え、実

施中に有益かつタイ

ムリーな情報を集め

られるモニタリング

システムを構築。

・ベースライン調査：

効果と成果の指標を

測る。組織は集めた

データを用いてゴー

ル達成に向けた進捗

を測り始めることが

できる。

・モニタリング＆評価

計画はプロジェクト

デザイン策定中、あ

るいは終了後直ちに

作成。

GTZ ・ユーザーグループ

の学びになると同時

に、実際的な解決方

法の検討手段

・「選択→観察→振

り返り→行動」

・プロジェクト計画

立案～実施は、様々

なアクターによって

開始、観察、注視、

評価されるプロセス

関係者全て（異

なるアクター）

・アクターはそれ

ぞれの視点や関心

によりプロジェク

トを異なって受け

止める。

・アクターの自立性

（autonomy）と自己

責 任 (self-

responsibility)を促進

プロジェクトに関係する

すべての人

基本的には PM はオーダーメ

イド

1)アクターが実行中のプロセ

スに反映し始めたとき開始

2)人々と信頼関係を構築

3) PMについての協議

4) PM ができる環境をつくり

5) PM の範囲とフレームを決

定

出所：下記資料並びに、現地調査結果23を元に調査団作成
European Commission-ECropeAid, Project Cycle management Handbook, March 2002
Richard Caldwell, Project Design Handbook, CARE, August 2002
GTZ, Process Monitoring (ProM): Work Document for Project Staff, 1996
Martina Vahlhaus, Thomas Kuby, Guidelines for Impact Monitoring in economic and mployment Promotion Projects with Special reference to
Poverty Reduction Impacts, GTZ, March 2001
IFAD, Managing for Impact in Rural Development: A Guide for Project M&E, 2002
Nalini Kumar, Community-Driven development: Lessons from the Sahel: An Analytical review, Director-General, Operations Evaluation
Department, The World Bank, 2003
USAID, Functional Series 200, Programming Policy ADS 203, Assessing and Learning, January 2003
UNCDF 2002 Result-oriented Annual Report, 2002
UNDP Evaluation Office, Handbook on Monitoring and Evaluating for Results, 2002

2-2-3　考察

レビュー結果からモニタリングに関して、明らかになったことは次の通りである。

・プロジェクトを実施する過程で、住民の意識の変化といった自立型農村開発につながるような「質的変化」

を把握することの重要性は、認識されている。その一方、これまでは「量的指標」に基づくモニタリングが中

心であり、「質的変化」を捉える指標の取り方、方法として定まったものはない。

・住民が日々の活動のモニタリングを行なう際、その収集データの質の確保、ならびにスケジュール通りのデ

ータ回収が困難であることが多い。また、当初計画にモニタリング結果をタイムリーに反映し、必要な修正を

行なうといったフィードバックについても、制度化している機関もあるが、まだまだ充分に機能している段階

                                                  
23 2004年2月22日～2月27日、世界銀行、USAID、UNDPにおけるヒアリング実施。
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ではない。

・日々の活動のモニタリングから得られた結果や教訓を、他地域にも生かす、プロジェクトを面的に拡大する

試みは行われている。しかし、地域性に彩られたモニタリング結果・教訓を相手国政府政策へ反映することは、

現実的には難しい。また、個々の国別の事例から得られた経験や教訓を、ドナーが全体的な援助政策を策定す

る際に生かす試みも一部では行われているが、あまり一般化してしまうと地域の特性が消えてしまうというジ

レンマも抱えている。

以上も踏まえて、今後、自立型農村開発を具現化する１つの手段として、日々の活動をモニタリングする際の留

意点を以下に整理する。

(1)　関係者がプロセス・モニタリング結果を生かすための仕組みづくり

モニタリング結果をプロジェクト関係者で共有し、必要に応じてプロジェクトの当初計画の見直し、相手国政府

の政策策定、ドナーの援助政策策定等に生かすことも念頭において、プロジェクトを実施していく必要がある。

例えば JICA がアフリカで実施している「実証調査を伴う開発調査」期間中に、パイロット的に実施した実証事

業から得られた情報、経験を元に、関係者とともに適切なモニタリング指標を策定し、相手国政府職員も関与し

て他地域に普及することは１つの方法である。プロセス・モニタリング結果を直接の関係者のみの知見にとどめ

ず、関係者相互の信頼関係を構築し、住民、相手国政府、ドナー等の関係者で話し合える素地（場）をつくるこ

とにも生かしていくことが重要である。

(2)　モニタリング指標の概要を事前調査段階で決めることについて

住民や組織の能力強化、意識の変化など「質的変化」に関する目標数値、モニタリング項目・指標を事前に定め

ることは難しい。モニタリング項目・指標を事前に策定する方法の一つとして、IFAD のように事前調査に参加

するメンバーがモニタリング指標の概要を作成することが挙げられる。次善の策としては、対象地域で想定する

協力分野に明るい人材（日本人に限らず当該地域で同様の分野で活動している NGO、大学等の研究機関職員な

どの人材も活用）を事前調査団に入れ、事前調査に充分に時間をかけて現地でのヒアリングを行い、過去の同様

の協力プロジェクトのレビューを行う24など、できるかぎり現地の情報を収集し、より現実により近いゴールや

モニタリング指標を仮に定めていくことが考えられる。そして、実施を通じて、住民を巻き込んで柔軟にそれら

の指標を主体的に改善・変更していくことが重要と思われる。

別の考え方として、モニタリング項目・指標を定めていくこと自体をプロセス・モニタリングの第一段階と想定

する方法が挙げられる。しかし、住民主体によるモニタリング項目・指標策定には長い時間とファシリテーター

が必要であることはいうまでもないことである。時間的な制約等がなければ、自立型農村開発を具現化するには、

この方法が最適と思われる。

(3)　プロセス・モニタリングをプロジェクトの現場で誰が行なうか？

多くのドナーはプロジェクト活動やそのプロセスのモニタリングは、現地の人材（NGO、大学等研究機関、相

手国行政など）に委託し25、報告を受け取ってパフォーマンスについての分析を行なうところが多い（図 2-3 参

                                                  
24・例えば村の「前提条件」は、当該地域ですでに働いている他のドナー、NGO、現地の研究者などに聞くことでわかる部分
もかなりある（文献にはでてこない実際に聞くとわかるような情報）。地域の人たちに埋め込まれたものをいろいろな角度か
ら見ており、そこでわかった失敗は繰り返さないようにする努力も必要。
・一方、生活の中に埋め込まれている、外部の人間にわかりにくいもの（規範など）は実際に活動を行なってみて初めてわか
る部分もある。また、規範などもプロジェクトの活動を通じて変わっていく場合もある。
25また、欧州の現場にいる専門家の中には権限を与えられてログフレームのインパクトに至るアクティビティを中心としたプ
ロセスにおいては柔軟性を持って実施し、そのかわり成果(impact)を専門家が担保する場合もある。実施（activities ）は多
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照）。この背景には、活動やプロセスを現地の状況に明るくないドナーが直接、途中の経過を見てもわからない

という認識がある。また、モニタリングには費用と時間もかかるので、ドナーが自ら携われないという事情も国

によってはあるようだ。

一方、JICAのプロジェクトの場合、次の特徴がある。

 他ドナーが現場での直接的な関わりを減らす中で、JICA は他ドナーが「コントラクター」に委託し

て行なっているような業務も現場で自ら実施し、そこからの教訓を直接、得る機会を持つ。

 特に本当に活動が普及・波及するかどうかは、プロセスを追いかけないとわからないという状況に

おいて、契約により外部者が行なっている場合、必ずしも必要な情報が得られない場合もある。現

場の情報を直接得ることができる JICAのアプローチはその意味からも優位性を持つ。

 プロジェクト等のフィジビリティーの検討を行うには、直接、プロジェクトに関わる中で相手国政

府の実施体制なども細かなところまで見ないとわからない面も多い。ただそのためには、プロジェ

クト内外にそれを専門とする人材やそれに伴う時間とコストが必要である。あるいはいくつかのガ

イドラインが示唆するように、相手国政府にモニタリング＆評価用の予算を組み込むよう働きかけ

ていくことが必要だが、後者の場合、予算制約から多くのアフリカ諸国では難しいと考えられる。

 図2-3のActivities/Process Monitoringの部分を、JICAが如何に費用と時間を少なくして実施できるか、

さらなる検討が必要である。

図2-3　モニタリングの実施

Goal Performance Monitoring

Purpose
Objective

(Outcome)

Output Activities/ Process
Monitoring

Activities
Inputs

　

ドナーが責任
を持って実施

コントラクターが、住民
や行政も巻き込んで実施

JICAはここを直営
他ドナーは外部委託

プロジェクト
マネージャー
の責任範囲

当該事業に長い経験を有す
る現地NGOが活動に従事す
る開発パートナーシップ事
業等ではJICAによる直接関
与は少ない

出所： FASID「プロジェクト実施マネジメントワークショップ：A コース」（2003 年 10 月 28 日（火）～10 月 31 日（金））

講師、Mike Crooke氏配付資料に、調査団が加筆して作成。

(4)　プロセス･モニタリングの費用と時間

評価・モニタリングには莫大な費用、人、時間がかかり、評価を行なうインセンティブ、モティベーションが低

い。プロジェクトの一貫としてプロセス・モニタリングを行なうのであれば、USAIDのように援助総額の３～10％

をモニタリングに用いるなど、なんらかの予算措置をとる必要がある。

                                                                                                                                                              
様であり、１つ１つドナーが指示するのは難しい。そのため、その部分には口出しせず、それができる人材に任せて実施し、
そのパフォーマンスをドナーが責任もって分析する、というアプローチがとられている。
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2-3　自立型農村開発具現化のための手法（アプローチ）

2-3-1　はじめに

本節では、自立型農村開発26の具現化に必要とされる、人つくりや組織つくりのエンパワーメント27を行なうた

めの考え方や手法を整理し、留意点をまとめる。最初に、人つくりや組織作りのエンパワーメントを行なう際に

用いられている代表的な手法（アプローチ）である PRA を取り上げ、用いるにあたっての留意点をまとめた。

次に、プロジェクトを実施する過程で、住民による農村開発への取り組みを促進するために用いられている手法

（アプローチ）について概観した。最後に、プロジェクト終了後も、住民が自分たちで活動を続けることにつな

がる、日々の活動のモニタリングという手法を用いる際の留意点をまとめた。

2-3-2　自立型農村開発を具現化する上でのPRA手法の課題

(1)　PRA (Participatory Rural Appraisal) の現状

PRA は住民参加型農村開発の世界で幅広く用いられている手法（アプローチ）である。プロジェクトサイクルの

様々な段階で、住民が対象地域における問題や課題を認識し、解決に向けた活動、ならびに居住地域の文脈に沿

った実施体制を考えるにあたって重用されている。しかし、世界各国で広範囲に使われている反面、実務者によ

り様々な解釈がなされ、使い方は千差万別であり、その知名度に比して PRA とは何かに対する簡単な答はない
28。大きく分けると、PRA は「情報収集のための手法・ツール」（調査手法）という見方と、「人々が真に力をつ

けて活動に従事するためのアプローチ（人々の声を聞く）」（哲学）の２つの見方がなされている（Box2-9 に日

本の２援助機関によるPRAの定義を例示）。

農村開発において試みられている PRA は、それを使えば確実に自立型農村開発を具現化できるという万能薬で

はない。むしろ、それまでドナー主導で進められることの多かった農村開発プロジェクトにおいて、住民や行

政など関係者の声を計画段階から反映し、より現実に即した形での実施ができるように試みた点に特徴がある。

換言すれば、農村開発プロジェクトにおけるPRAはプロジェクト・サイクルの各段階への関係者の関与を促し、

プロジェクトが自らの活動であるとの認識を醸成する手法（アプローチ）ともいえよう。

もともと、調査手法であるRRA29から派生したPRAは従来、外部者（コンサルタント、研究者、開発ワーカー）

                                                  
26農村の住民はもともとそこにある資源を活用しながら自立して生計を営んでいる。その自立した住民の生活を妨げることな
く、住民が力をつけ活動に主体的に取り組む中で、そこにある資源（５つの資本）を強化・補強し、生計を維持・向上（生存
を強化）させてゆくこと（第１章の定義）。
27本報告書におけるエンパワーメントは、人々や組織がアクセス可能な「５つの資本」の管理と意思決定を自分で行い、プロ
ジェクト終了後も、活動内容は変容・あるいは縮小したとしても、何らかの形で自立して活動を営む能力を身に付けることを
意味する。
28 例えば、Andrea Cornwall and Garett Pratt, Pathways to Participation: Reflections on PRA, ITDG Publishing, UK, 2003を参照。PRA の
提唱者であるRobert Chambersも参画して、サセックス大学 Institute of development Studiesが20年以上にわたるPRAの経験を
振り返った本書では、様々な国、分野においてPRA を用いた経験が紹介され、PRAは誰が何の目的で使うかによって、その
定義も意味も異なることが、具体例とともに示されている。
29 Rapid Rural Appraisal (RRA:住民が関与した計画立案手法)は英国の大学関係者により1980年代から開発された、外部者によ
る調査手法、情報収集手法の１つであり、援助機関や大学関係者が仮説への答えを出すための調査を行なう際、現地調査を短
期間で行なうに際してその威力を発揮する。少ない資金で調査者や被調査者にとっても負担のない、しかし、プロジェクトの
立案などには充分利用できる水準の情報を、迅速に得られる方法である。最近のNGOによるプロジェクト評価では、このRRA
のスタイルを土台として、参加的な諸手法（PRA、PLAなど）を取り入れることも多くなっている。一方、RRAは比較的短
期間に情報把握が期待できる一方、あくまでも調査者が主体となり、住民の主体的な取り組みを鼓舞することにはつながらな
い。
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が、より短期間によりよい情報を得るために使われてきた30。テクニック的には、PRA が推奨する様々な視覚

的手法（地図、カレンダー、マトリックス等）を用いることで、識字レベルとは無関係に、また、共通に理解

する言語がないことによる現状認識の障壁を低くし、対象地域住民とプロジェクトを導入する人間との間のコ

ミュニケーションを促進する。しかし、その一方、それぞれの現場のコンテクストで視覚的なツールを駆使す

ることイコール参加型であ、との誤解も生まれている。

住民が能力を高めプロジェクト活動を

拡大していくための手法（アプローチ）

という観点から見ると、PRA はまだ概

念段階にあると言われ、PRA を通じて

住民が主体的に取り組むようになるか

はいまだに課題とされている31。

例えば、Box2-10「モザンビーク国除隊

兵士再定住地域村落開発調査」の事例

の経験も示すように、人々とともに学

ぶ PRA のアプローチをとったからとい

って、自動的に人々の主体的な行動が

生まれるわけではなく、ある程度、長

い期間をかけてじっくりと信頼関係を

醸成していくことが必要である。

                                                  
30 Andrea Cornwall and Garett Pratt, Pathways to Participation: Reflections on PRA, ITDG Publishing, UK, 2003、p.132。
31 前掲書 p.56

Box 2-9　日本の援助関係機関によるPRAの定義例

(1) NPO法人アーユス「国際協力プロジェクト評価」（2003年9月）

PRA を PLA とともに「地元の人々による学びと行動計画立案：人々の潜在能力を
引き出し、彼らと共に学び、変革への行動につなげること」と定義。
・ PRAとPLAは住民主体の開発アプローチを指す。
・ PRA/PLA は人々の潜在能力を引き出し、彼らと共に学び、変革への行動に

つなげることを促進する手法の１つ。調査者の役割はそのファシリテーター
である。

・ PRA/PLAの３つの要素：態度･姿勢・行動、概念･考え方、ツール・技術
・ PRA と称して実施していても、現実には「RRA のアプローチ」であることが

かなりある。外部者の役割の転換を意識的に図っていくアプローチをとらな
い限り、PRA のツールを用いても PRA(正確には PLA)には至らない。実施にお
いては、その目的や力点の違いを充分に踏まえて取り組む必要がある。

・ツールとしてのPRA/PLA：時間、空間、社会構造、優先付け、考え方など
・ PRA/PLA は RRA 以上に社会的弱者が意見表明でき、主体性を引き出すきっ

かけとなりうる。しかし、RRA よりは若干時間がかかり、また本来の定義通
りの PLA を実施できるかどうかは、ファシリテーターの態度や姿勢、経験に
大きく左右される。

(2) （社）海外コンサルティング企業協会「開発コンサルティング研修：農村開
発の変遷と手法」〔基礎編〕PART IV 開発コンサルティング概論［２］開発援助
における配慮事項
・地域住民が自ら調査や分析、計画策定を行なうのを促す様々な手法の総称。
・地域住民の能力に注目し、彼らをエンパワーメントすることによって、そ

の能力を高めることを目的とする。
・グループ演習を通じ、利害関係者間で情報共有、分析、共同作業が行われ

る。PRA は当初、農村地域を対象に開発されたが、現在では様々な状況にお
いて適用されている。これらの手法を用いることで、援助実施者や政府関係
者、地域住民の協同が図られる。
・ PRA は RRA の手法やアプローチの多くを引き継いでいるが、両者の最も大

きな違いは、RRA が外部者によるデータ収集･状況の把握を主眼に置いていた
のに対し、PRA は住民のボトムアップ、または住民から外部者が学ぶことを
最重要課題とする。RRA の主体は外部者 であり、PRA の主体は地域住民であ
る。
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Box 2-10　 PRAを使って

～モザンビーク調査からの教訓～

　2000 年 7 月から 2002 年 11 月にかけて実施された「モ

ザンビーク国除隊兵士再定住地域村落開発調査」は、モザ

ンビーク南部の 2 つの村（マプト州マニサ郡のムングイネ

村とマルアナ村）を対象に、小規模で自立的な村落開発プ

ロジェクトを住民参加型で計画・立案し、優先度の高いプ

ロジェクトをパイロット事業として約 9 ヶ月間実施しなが

ら、長期的な村落開発マスタープランや他地域でも適応可

能な自立促進型村落開発のモデルを作ることを目的として

いた。

　この調査の初期に、村人の中から参加型村落開発のファ

シリテーターを育成するために、ローカル・コンサルタン

トと一緒に参加型農村調査（Participatory Rural Appraisal; 略

称 PRA）についての研修を行った。村人からの推薦によ

り 27 人の村人（うち女性は 11 名）を選び、6 日間の研修

を行ったが、参加者数が多く、また学習能力もまちまちで、

十分な問題分析能力と解決策提案能力がつくには至らなか

ったので、参加者の投票により参加者の中から 10 名（う

ち女性は 3 名）を選んでもらい、この 10 名を対象に 6 日

間の追加研修を行った。この合計 2 週間の研修の後、10

名の村落開発ファシリテーターを 5 人 2 チームに分け、ま

た調査対象地域を自然環境・社会経済環境から 9 つの地区

に分割して、各地区 1 週間ずつ村落開発ファシリテーター

のチームを派遣して、合計 5 週間にわたって PRA を実施

した。

村落開発ファシリテーターの反乱
　実は、2 週間の PRA 研修を終了した段階で、10 名の村

落開発ファシリテーター達が「給料を払ってくれないとこ

の後の PRA は手伝えない」と団体交渉に来る事件があっ

た。調査団側は、本調査後の持続性の確保のためにも村落

開発ファシリテーターには給料は払えないことを説明し、

もし彼らがボランティアとして協力してくれないなら本プ

ロジェクトは中止するしかないことを説明したが、より根

本的な問題は、村落開発ファシリテーター達が PRA は自

分達自身の活動ではなく、JICA の活動を手伝っているに

すぎないという意識をもっている点にあった。「参加型」

の調査手法を学びながらも、実際には自分達が主体になっ

て実施するという「主体性」「自立性」が育っていなかっ

たのである。結局、3 日間にわたる交渉の末、調査団側の

頑固さに根負けしたのか、村落開発ファシリテーター側が

折れてくれて PRA は無事に実施されたが、「自立性」は短

期間の研修では根付かないことを思い知らされた事件だっ

た。

　その後、10 名の村落開発ファシリテーター達は、村で

の PRA 実施の 4 週目くらいから自分達が音頭を取って

PRA を実施できるようになったが、今度は逆に村落開発

ファシリテーター達が村人から浮いた存在、つまり村人側

からプロジェクト側の人材と見なされる傾向が生じてきた。

村落開発ファシリテーター達には、彼らはリーダーではな

くファシリテーターなのだということを強調し、ファシリ

テーションの心構えや技法について研修していたが、実際

には村人をリードする形になってしまったためで、改めて

ファシリテーションの難しさを思い知らされることになっ

た。

住民による問題解決策提案の限界
　PRA を実施していく中で特に問題になったのが、住民

による問題解決策提案の限界であった。すなわち、住民は

村の問題の解決のためにさまざまな解決策（オプション）

を比較検討して最善の策を選ぶようにファシリテートされ

たが、このオプションとして住民自身によって実施可能な

アイデアが出てこなかったのである。たとえば水不足の問

題に対しては、ボーリングで深井戸を掘って動力ポンプを

設置するという、もっとも費用のかかる、ドナーに援助さ

れないと実施不可能なオプションしか、村人からは出てこ

ず、もっと自分達で実施できるようなロー・コストのアイ

デア（雨水の利用や手動ポンプによる浅井戸等）はまった

く提案されなかった。

　これは、これまで住民は援助で高価なモノ（深井戸やト

ラクター等）をただでもらう（寄付される）ことに慣れて

いたため、PRA での解決策提案のセッションでも、この

ようなこれまでの被援助経験からのアイデア、つまりドナ

ーによる援助のアイデアしか出てこず（ドナーへの期待を

こめて提案してきた側面があることも否めない）、自分達

だけでできるようなお金のかからない解決策（つまり、「自

立型」の解決策）を提案してもよいとは思いもおよばなか

ったようである。すなわち、調査地区では、「モノがない

貧困」が問題となる以前に、「住民の援助慣れとドナーま

かせのアイデア、自主性の欠如」こそが真の問題となって

いた。

　もう一つの例としては、住民から種子・農具を供与して

ほしいという要望が頻繁にあがってきたが、これはモザン
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ビークでは EPSU（Emergency Program for Seeds and

Utensils）という農民に種子・農具を無償で配布した国家

プログラムが数年前まで全国で実施されていたことが大き

な影響を与えていた。同プログラムは既に終了していたが、

住民には種子・農具は政府や援助団体から無償でもらえる

ものという意識が強く残っており、政府や援助団体がニー

ズ調査をすると、また種子・農具を無償で配ってほしいと

いうニーズが必ずあがってくるというわけである。

　このように、どうしても援助団体からの援助に期待した

解決策を提案してくる住民に対して、調査団側は「自分達

だけで始めることができる解決策を提案してください」と

毎日繰り返していたが、援助団体がモノを寄付してくれる

ことに慣れきってしまっている住民からは、本調査の「住

民が持っている既存のリソースを最大限活用して、自立的

な村落開発を行うことを支援する」という目的は最初のう

ちまったく理解されなかった。

スタディ・ツアーによる住民の気づき
　そのような住民の態度が変化するきっかけになったのは、

スタディ・ツアーで、住民達が首都マプト近郊の都市近郊

農家やイギリスの NGO の ActionAid UK が住民主体のコ

ミュニティ開発を支援している村を訪問したことにあった。

自分達と同じ農民が商業的農業を営んでいる現場を視察し、

また住民が主体となってコミュニティ開発（保健所、学校、

所得向上等）を実施している村を訪問して村人と意見交換

をすることによって、住民達の視野は広がり、住民達は援

助団体に頼らないで自分達にもできることがあることに改

めて気づいた。最初の頃、援助団体からの寄付ばかりを求

めていた住民達だが、寄付は住民達のためにならないこと

を調査団側がねばり強く説得すると同時に、スタディ・ツ

アーを通して他の村の自主的な動きを見せることによって、

住民達の意識が変わっていったのである。

調査団の学び
　本調査を通して、調査団側も多くのことを学んだが、最

も重要なことは、自立型村落開発を実現するためには、PRA

や PCM 等のような参加型の手法を住民に研修・活用する

だけでは十分でなく、時間をかけて村人達と一緒に苦楽を

ともにすることによって、お互いに理解し合えるような人

間関係を築いていくことの大切さを学んだことであろう。

PRA を活用したからといってすぐに自立型開発が実現で

きるわけではなく、住民と対等の立場で腹を割って話しあ

い交渉しあい、スタディ・ツアーでは一緒に学びあい、そ

してパイロット事業を通して喜怒哀楽を分かちあったとい

う 1 年以上の「交渉・交流のプロセス」を通して、調査団

の自立型開発促進の方針は少しずつ住民に受け入れられる

ようになっていった。

　最初の頃は調査団からの押しつけとも非難された自立型

開発促進の方針であったが、調査の最後の頃には村人自身

が自分達でできることから始めていくことの大切さを他の

人々に説明できるようになっていた。ただ、このようなプ

ロセスに参加してこなかった中央政府の職員には、最後ま

で自立型開発の重要性が理解されなかったことが残念であ

ったが、これは自立型開発のプロセスに住民も外部者（政

府、調査団）も等しく参加していくことの重要性を示して

いると言えよう。PRA 等の参加型の手法を使う際には、

このような手法の研修や活用は自立型開発実現のためのプ

ロセスの最初の一歩にすぎず、じっくりと腰を据えて時間

をかけて住民とつきあっていくことが一番大切であること

を肝に銘じておきたい。

　最後に、本調査の経験から生まれた、「自立型開発」を

達成するためのモデル・プロセスの要点を紹介しておくと、

以下の通りである。

（1）自分でできることを発見し、自分から行動を起こす

こと（スタディ・ツアー等を通して、他者を鏡とし

ながら、自分の持っている資源・強みを発見し、自

分から自主的に行動を起こすこと）

（2）自分が決定して行動したことに対して責任をもつこ

と（自己決定権と自己責任の原則）

（3）自分の行動の結果から学んで、自分の行動を改善し

ていくこと（反省・振り返りと学習のフィードバッ

ク・プロセス。小さな改善を絶え間なく積み重ねて

いくことが重要）

（4）自分以外の人達と対等で平等な関係、つまりお互い

に助け助けられるという相互依存・相互扶助の関係

を築いて、共生のネットワークを広げていくこと（政

府や援助団体から援助される関係ではなく、農民達

による自主的な開発経験の交流ネットワークの構

築）

（5）世の中で、自分だからできることを発見し、自分の

存在価値・存在意義を見つけること（生きがいの発

見による自己実現）

（モザンビーク国除隊兵士再定住地域村落開発調査  

　　団長　田中清文）
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(2)　自立型農村開発の具現化を目的にPRAを用いる上での課題

1)  PRA に要する時間と労力の長さvs PRAを用いる効果

PRA を農村開発プロジェクトで用いる場合、専門のファシリテーター、あるいは農業普及員など PRA の研修を

受けた政府職員を一定期間、農村部に派遣し、住民に働きかけ活動への理解ならびに能動的な関与を促すために

使われる。また、PRAを使って住民参加で活動の優先順位付けを行う場合も多い。

これらの目的のために PRA を用いるにあたって最大の課題は、村落への移動費用、人件費など費用がかかるこ

とと、実際に活動を行なうなかで住民との信頼関係を築きあげていくなど、成果が見えるまで、ある程度時間が

かかることである。例えば、PRA を使って住民ニーズの汲み上げならびに優先順位付けを行なっても、出てく

る答は地域の多様性に関係なく、水、小学校、医療施設といった基礎的ニーズであることも多い。その場合、何

のために時間と費用をかけて PRA を行なうのかという疑問も現場では生じる。さらに、PRA は住民にとっても

多大な時間と労力を使うことになり、しばしばドナーに対する過剰な期待を抱かせがちである。そのため、実施

されるプロジェクトが期待にそぐわない場合、住民が燃え尽きるといった問題も生じる。

このように PRA を用いるには時間も費用もかかり、対象地域住民にとっても負担であることを意識した上で、

効果的に活用する工夫をすることが大切である。

2)  誰の声の反映、参加か

PRA を用いて住民の意見を反映するにあたって、「誰の意見」かにも充分、留意する。PRA に限らず、住民を全

面に押し出し、ドナーはファシリテーターに徹するアプローチをとる場合、どうしても識字レベルの高い人、地

域の実力者・有力者一族など、心理的にも物理的にも比較的優位な立場にある人々が活動に参加しやすい状態を

招きがちである。その結果、若手の女性、最貧困層、少数民族など外部に押しやられがちな人々が、少なくとも

最初から関与することができない可能性がある。時にはプロジェクト自体が、新たなローカルエリート層による

資源の独り占めを引き起こす可能性もある。目的にもよるが、社会的弱者と呼ばれる層を対象とするプロジェク

トである場合、PRA 手法を用いて「住民の声を汲み上げる」時、その「声」の汲み上げ方には、工夫が必要で

ある。

同様に対象地域における最終的な意志決定権メカニズムにも留意する。PRA で行なうワークショップやグルー

プディスカッション等の場で、最終的な意思決定が行われることは少なく、多くは伝統的な長老会など、対象地

域の既存の意思決定メカニズムに委ねられることも多い。そして、そのようなメカニズムは外部者には分かりに

くく、非常に複雑であることが多いからである。

3)  外部専門家（調査団）の役割と、住民ニーズとの兼ね合い

住民の声を聞く機会を設けた際、住民が自分たちにとってベストと信じていること・方法と、自分たちにとって

必要であると認識していないが、外部の専門家の目から見ると必要なこと、との間でどう線引きするかが課題で

ある。それぞれのプロジェクトの内容や目的によっても、採られるアプローチは異なる。植林、砂漠化対策など、

外部専門家による技術的協力が、活動をより持続させる上で意味を持つ場合、最初は住民の反応が鈍くとも、住

民の声に耳を傾けつつ、必要な専門技術を伝えていくことが、結果的には功を奏する場合もある。また、住民組

織強化など、様々な活動を通じて住民の能力強化を図るプロジェクトでは、試行錯誤を通じて住民が学ぶという

ことが大事であり、住民の意志決定を尊重することがよい結果を生む場合もある。住民と調査団が相互に意見交

換する中で、決めるべき内容をよく吟味して意思決定を行い、プロジェクト活動を進めることが重要である。

例えば「マリ国セグー南部砂漠化防止計画調査」では、住民が現状を認識し、自ら問題への解決策を考えること

を重視した。そのために現地コンサルタントが PRA を用いて住民が村の開発組織を形成することを支援し、そ
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の組織が中心となって、砂漠化防止活動を行なっていくことを目指した。村の開発組織を形成する際、調査団は

参考として他国の住民組織の規約を例示するにとどめ、組織の人員構成（長老グループ、女性グループ、若者グ

ループ間の比率など）、規約、組織運営方式など、具体的な活動の進め方は各村落に一任した。その結果、各村

落の状況を反映した開発組織が形成され、村の事情にそって各活動が進められることとなった32。その一方、同

調査の土壌劣化対策は全て住民だけでできるものではなく、必要に応じて専門的な技術指導の必要性も認識され

ている33。例えば、一般的に住民が土壌劣化を認識し、その保全活動に意欲的に取り組むきっかけは、主に作物

収量の減少であり、ある程度の時間がかかる。その一方、調査対象地域は、土壌侵食状況に視覚的な差はあるも

のの、高い降雨強度が比較的被害の小さな地域においてすら、土壌侵食による土壌劣化を緩慢かつ慢性的に進行

させている。従って、住民が早期に認識できる降水、土壌等の変化指標の設定とそのモニタリング、そして住民

自身によるモニタリングデータの解析（解釈）、その結果に応じた事業活動の実施が必要となる。

また、「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発計画」フォローアップ調査においても、ウォーター・ハー

ベスティング技術を地域に定着させ、自立発展させていくため、農民自身によるモニタリング体制の確立のため

の外部専門家の技術協力の必要性が指摘されている（詳細はBox2-11 参照）。

Box2-11　専門知識に基づいた住民によるモニタリングの重要性:ウォーター・ハーベスティング事例

「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発計画」で導入した天水農業改善策としての water harvesting 技術は、実証事業
対象地区における成功により、急速に普及しつつあった。その一方、同調査のフォローアップ調査において、農民がこの技
術を過大評価すると、集水域と耕作域の適正な面積比率を無視して耕作域の面積を広げようとする行為に出ることが懸念点
として挙げられた。

多雨年が数年続く場合には、その傾向が一段と強まることが予想される。そして、もしその後の年が寡雨年になった場合、
あるいは平年であってもシステムは機能しなくなってしまい、折角構築したシステムが崩壊してしまう危険性がある。water
harvesting においては、集水域と耕作域の適正な面積比率の設定が非常に重要であり、作物栽培期間の降雨確率、栽培作物
の用水量、流出率、圃場容水量などを基に決める必要がある。そして設定した比率は尊重する必要がある。農民には water
harvesting 技術は干ばつの特効薬ではなく、降雨パターンに大きく左右されるものであり、農地管理技術の１つであること
を徹底しておくことが重要である。この点の十分な認識の基に農民組織を形成していかないと、降雨時の水配分において農
民間の争いは厳しいものとなる。農民に対する技術的なサポートは継続して行う必要がある。

water harvesting システムには圃場内に集水域を設ける方式と、圃場外に集水域を設ける方式があるが、後者の方式において
数人でシステムを構築する場合、水配分には厳密で公正を期す必要があり、流出量に応じた厳密なルールを構築する必要が
ある。圃場外集水域からの water harvesting の場合、農民組織の強化、システムの管理・運営、水配分のルール化等について
のフォローアップが必要である。圃場外に集水域を設ける方式よりもむしろ、圃場内に集水域を設ける方式のwater harvesting
の普及が今後望まれる。例えば、micro-catchment、semi-circular catchment、contour bund、bench terraceなどがこれに該当する。
この方式は規模が小さく基本的に個人レベルで行うものなので、システムの形成と維持管理が容易であり、降雨の状況に応
じて柔軟な対応が取りやすい。今後普及指導を強化していくことが望ましい。

water harvesting 技術を地域に定着させ、自立発展させていくためには、農民自身によるモニタリング体制を確立させる必要
がある。この体制を維持しない限り、water harvesting システムの持続的な維持管理はおぼつかないであろう。特に、少なく
とも降雨量と流出量に関するモニタリングは行うべきである。あわせて集水域の状況（面積、植性等）、作付面積（受益面
積、受益者数）の変化、収量増、維持管理状況等についても行うのが望ましい。この点についても技術的サポートが必要で
あり、必要に応じて簡便な水文データの観測方法を指導するのが望ましい。

マリガット郡事務所の技術者は water harvesting 技術をよく理解しているものの、その理解は定性的なものに限られている。
今後、地域の住民を技術的に指導し、サポートしていくためには、すでに形成されたシステムの流出特性、水収支、集水域
と耕作域の面積比率の最適値等について定量的に分析できる能力を有することが望ましい。したがって、最低限必要な機器
のサポートとともにこの点についてのフォローアップが必要と考えられる。

出所：国際協力事業団、「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　第３年次報告書　別冊　開発調査パイロットスタディーのフォロ

ーアップ調査」、平成14年3月、p.63

                                                  
32詳細は国際協力機構、「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊　マリ国セグー南部砂漠化防止計画調査」フ
ォローアップ調査、2004年3月参照。
33前掲書、p.44。
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4)  「PRAの質の確保＝よいファシリテーターの確保」が困難であること

PRA はプロジェクトサイクルの異なる局面で活用できるが、その質は PRA を実施するファシリテーターの能力

にかなり依存する。そして、よいファシリテーターの下で住民は活動の持つ意味を理解しやすく、積極的に取り

組む傾向が見られる。基本的には PRA を通じて受益者がプロジェクトの課題をより理解し、プロジェクト活動

を住民が自分達の活動と認識することが大切である。

その一方、よいファシリテーターを確保することは至難の業でもある（Box2-12 参照）。特に外国人がファシリ

テーターを努める場合、外見の違い、ローカル言語が話せないことが、住民とコミュニケーションをとる上で障

害となりうる。また、当該国出身のファシリテーターであっても、農村部のことをよく知らない都市生活者、あ

るいは、高学歴を全面に出し住民に威圧的な者などの場合、住民が萎縮してしまうケースもある。従って、その

国の人だからよい、というわけではなく、あくまでもファシリテーターの資質による面が大きい。

Box 2-12　住民の能力向上を支援するファシリテーターの資質

　JICA「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査」で
は、村落開発及び砂漠化防止を住民が自分たちで実施して
いけるようになることが重要であると考え、PRA を活用
し、住民が村落の現状把握から問題把握、それに対する解
決策の検討ならびにその実施方法を自ら考えることを支援
した。具体的には、実証事業を実施した 12 村落（３地区）
のうち、6 村落（１地区男女１名ずつ）に、村の住民と調
査団をつなぐ「現地連絡員」を配置し、実証事業の継続的
なフォローアップを行い、住民が自ら考え、実施するにあ
たって必要な支援を、現地連絡員を通じてタイムリーに行
った。また、国の普及員も分野に応じて派遣した。その結
果、個々の実証事業を１つ１つ実施する過程で、住民が事
業の持つ意味を理解して、事業に取り組むようになった。
　この現地連絡員は、新聞公募で集まった500人の中から、
書類選考で 30 人に絞った後、面接で最終的に６人に絞ら

れた人々である。しかし、結果的にはこの６人のうち、実
証事業に効果的なパフォーマンスを与えた者は２人であっ
た。下記表は実証事業 2 地区の現地連絡員とのインタビュ
ー結果をまとめたものである。現地連絡員の資質が住民の
信頼を勝ち得、ひいては実証事業のパフォーマンスの良さ
につながっていることが推測される。よい現地連絡員（フ
ァシリテーター）の資質としては以下のようなことが垣間
見られた。

・過去の悪い経験もポジティブにとらえて使う。
・時間をかけ、住民に決めてもらう。
・できることとできないことをはっきり村人に伝

える。
・約束は守る。
・他人のせいにしない。
・住民に話す前の現地連絡員間の事前相談

＜現地連絡員比較＞

出所：国際協力機構、「アフリカ農村開発手法の作成調査：「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査」フォローアップ調査」（2004 年８月実

施）におけるヒアリング結果より作成

実証地区　A 実証地区　B

１．JICAプロジェクトに従事
している間に直面した問題は
何か？

1) 識字率が低いこと、2）共同作業への参加率が低
い、3)過去のプロジェクトドナーが、かつて住民の
自己負担なしにプロジェクトを実施していたこと

問題とはどういう意味か？どのようなことも時間をかけて
じっくり話し合えば必ず解決できる

２．Motivationとコストシェ
アリング

過去のプロジェクトドナーの協力時には、プロジェク
トの活動に参加するとmotivation feesが出ていたが、
今回のJICAのアプローチでは 出ないどころか総額の
一部の自己負担が求められる。そのため活動資金の一
部自己負担を納得してもらうのが大変であった

IFAD がかつて、自己負担なしで今回のJICAの活動と同じよ
うな農村開発を実施した、しかし、現在、その活動は全く続
いていない。そのような事態を避けるためにも自分の活動資
金の少なくとも一部は負担し、自己の活動として継続させる
ことが必要ではないか、と村人に説明し納得した

３．女性の参加 配偶者の反対等でなかなか参加率が低い。時間をかけ
て説得

配偶者の反対等でなかなか参加率が低い。時間をかけて説得
しても無理ならそのまま（選択するのはあくまでも住民）

４．週あたりの訪問日数 各村（５村）を毎日すべて（→村でのヒアリング並び
に、移動に使っていたオートバイの使用ガソリン量か
ら推測すると正しくなさそうである）

活動により異なる。活動によっては週３～４回、訪問した
村、時期もある

５．JICAプロジェクト以外の
活動の要請

徴税作業などを頼まれることもあった。 近隣村落多くのリクエストがあり、適宜、必要な技術的指導
を行った。しかし、プロジェクトの活動もあり十分な支援は
できなかった

６．行政普及員が現地連絡員
として今後、活動することに
ついて

行政普及員は傲慢で村人を下に見ているので、普及員
が現地連絡員のような活動をおこなうことは無理だろ
う

悪いアイディアではない。多分、よいことだろう。普及員は
村人と働くことになれている。しかし、アプローチは変えた
方がよい。村の開発計画を策定する時、村人が必要とするこ
とをつくる手伝いができるような研修が必要だろう。そのた
めの技術協力が必要。村の人々が自分で現状を把握し、開発
計画を策定し、実施する中でいろいろと学ぶことが多い。
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2-3-3　住民による農村開発への取り組みを促進する手法

きっかけはプロジェクトであったにせよ、最終的には住民がその活動の必要性を認識し、自ら活動に取り組んで

いくことが自立型農村開発につながる。そこでは、必ずしもプロジェクトで導入された通りに活動は行われてい

ないかもしれない。時には活動自体が変形したり、あるいは毎年、取り組まれてはいないが、自然状況によって

住民が取り組む、取り組まないことを判断するなど、住民にとっての選択肢の１つとして活動が身に付いている

場合もあろう。これらはしかし、住民が自分たちの活動として実施している状態であり、自立型農村開発に近づ

いていると言えよう。

これまでアフリカ数カ国で実施されてきた「実証調査を伴う開発調査」では、住民が自分たちの活動として取り

組むための側面的な支援を様々な形で行なっている。ここでは、その中から自立型農村開発を具現化する上で特

に重要である「住民のオーナーシップ向上」「住民による活動の意味の理解」「住民に取り組みやすいレベルの活

動の工夫」につながる活動（ドナーから見ると手法）について述べる。

（1）　住民のオーナーシップ向上

一般にプロジェクトはある日突然ふってきた、予期せぬプレゼントの様相を帯び、通常であれば住民はそこから

何を得られるかにまずは関心を寄せる。しかし、その受け止め方のままでは、外部からの投入の終了イコール活

動の停止、となることが、これまでにも多くのプロジェクトで見られてきた。

そこで、プロジェクトで導入する活動に、住民が自らも働きかけていく必要性を認識するきっかけとして、「コ

ストシェアリング」という方法が JICA を始め、様々なドナー、NGO により、導入されている。コストシェア

リングは、基本的に受益者である住民も活動に必要な資金、資材（ローカルで調達可能なものを中心）、労働力

を身銭をきって負担し、活動に取り組む真剣味を高める効果を持つ（Box2-13参照）。

このコストシェアリングは多くのプロジェクトで試みられているが、プロジェクトで用いる場合に特に苦労する

点は、対象地域の他ドナーのアプローチと違いがある場合である。例えば、住民の資金負担を重視し、資金のみ

を住民負担と考えるプロジェクトがあるとする。一方、近くの別な地域では、他ドナーが住民による労働力提供

も住民負担とカウントするプロジェクトが行われている場合、住民は労働力も住民負担に含めて欲しいと要望す

る。そのような場合は、ドナーの考える「コストシェアリング」の考え方を、住民に理解してもらうために相当

な時間とエネルギーを要することになる。

他方、すでに活動資金の一部自己負担が他ドナーにより行われ、資金負担の考え方がある程度、浸透しているよ

うな地域では、その事例を参考に自己負担比率（通常、活動目的により、負担比率は変える）を設定することで、

比較的スムーズにできるような場合もある。
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Box 2-13　オーナーシップ醸成のためのコストシェアリング

１．コストシェアリングとは

コストシェアリングとは、ある事業を実施する際に、事業
実施（受益）住民と外部支援者との間で事業の投入の負担
を配分することである。住民が自らの事業の投入の一部を
負担することにより、住民の事業に対するオーナーシップ
（当事者意識、主体的取り組み）を醸成することを目的と
している。

事業の投入は、労働、物、現金が主であり、このうちの何
を負担し（あるいはどの組み合わせで負担し）、住民と外
部支援者との間でどのような負担割合を設けるかについて
は、事業や当該国の規定により様々な形態がありうる。住
民が労務のみを提供し、外部支援者が資金を負担する事例
から、住民にも現金負担を求める事例まで様々である。

２．自立型農村開発実現に向けての鍵となる考え方

自立型農村開発実現のためには、事業への住民の主体的な
取り組みが重要である。ケニアのバリンゴの事例では、「住
民主体の事業、事業のオーナーは住民」という観点に立っ
て、事業の投入負担をどこまで住民が自ら準備できるが重
視されている。

例えば、調査団では住民との負担配分を「コストシェアリ
ング」というよりはむしろ、「補助金」と認識している。
単なる負担の配分では、住民と外部支援者とのどちらが事
業のオーナーであるかが明確に意識されないため、自分た
ちの事業に対してどうしても住民が自ら準備できないもの
があり、その一部に対して外部支援者が補助金を付与する
という考えである。

また、住民の労務提供をコストシェアリングの一部とする
ようなケースに対し、調査団は「労務は住民自ら準備でき
るものであり、これをコストシェアリングの一部と見做す
ことは自らの事業のための自らの労働が外部支援に対する
一部負担という意味合いになってしまい、住民のオーナー
シップという視点があいまいになってしまう。」とし、以
下を住民とのコストシェアリングの条件とした。
　・必ず、住民が現金を負担することを定める

　・コミュニティ内部で準備できる現地の材料や労務は除

外する　（例えば、溜池の改修で利用する河川砂利等）

このようにコストシェアリングという手法を自立型農村開
発に資するよう工夫していくことは重要である。

３．実施方法

1) 準備：　現状把握
費用積算及び調達計画
負担割合の決定
支払い方法

2) 実施 費用の支払い
モニタリング

3) 事業後 決算報告
債権処理（外部支援者立替ケース）

4. 実施にあたっての留意点

住民負担は、①金銭の場合、早い段階から具体的金額を明
確に示す、②住民負担の合意が得られない事業は実施しな
い、③原則は、住民が負担分の資金を用意してから事業を
開始する。調査団が住民負担分を立て替え後に徴収する場
合、事業終了までに返済が完了しない場合がある。この場
合、未返済分は帳消しとせず、関係者を集めた会議を持ち
処理について明確にする。村長コミティー等、調査終了後
も継続して未返済分を徴収し、徴収された資金は農村開発
基金として活用する母体を形成することなどが考えられる。
④負担比率は同様の事業を行う周辺援助団体の事例も参照
する。また円滑な住民負担を推進するためには、①先進地
の成功事例視察機会を設け、住民が事業内容について納得
し、費用を一部負担しても事業を実施する方が得かどうか
の判断材料を提供する、②負担額自体が実際の村の潜在的
支払い能力に鑑みて決定。
（出所：「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発計画」調査

団メンバー　畑明彦氏の原稿、ならびに「マリ国セグー南部地方

砂漠化防止計画調査」フォローアップ調査を元に（財）国際開発

センターがまとめた）

(2)　住民による活動の意味の理解

住民が活動の持つ意味やメリットを、同じ活動に従事する住民との経験交流を通じて理解することが、納得して

自らの活動として取り組むことにつながる。住民が外部から導入される活動の意味を理解する１つの方法として、

「百聞は一見に如かず」のたとえ通り、実際に活動を見て、従事する人に話を聞くことがある。多くの「実証調

査を伴う開発調査」において、プロジェクトで導入する活動を住民が実際に見る、あるいは、取り組んできた活

動について、他地域に住む住民と経験交流するといった機会が設けられ、活動の深化と拡大に寄与している。特

に、取り組む人が同じ立場（農民など）であると、意見交換・経験交換もより具体的となり、多いに刺激される

ことが多くのプロジェクトの経験から明らかである。

この「実際に取り組んでいる事例を見聞きする」機会を、プロジェクトサイクルのどの段階で実施するかは、プ

ロジェクト毎に異なる。ドナーが対象地域に類する地域での経験を有し、課題への具体的な対応策のイメージを
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持っている場合、導入を考えている活動に取り組む他の先進地域住民との意見交換の場を、先に設定する場合も

ある。それにより、住民はドナーのいう活動に対して漠然と持っていた不安を払拭し、自ら納得した上で活動を

選択、取り組む場合もある。他方、活動を行なう中で、その活動の評判を聞きつけた近隣住民が訪問し、学んで

いくといった、より自発的な動きも見られる。さらに、活動の裨益範囲を拡大するという目的をもったドナーに

より、活動に従事するプロジェクト地域住民を、他地域に講師として派遣する場合もある。

Box2-14 は「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発計画」において取り組まれた、住民同士の経験交流の

事例である。

Box2-14　スタディツアー（Study Tour）

スタディツアーとは、事業実施（受益）住民が、他地区で
行われている、あるいは行われた事業を視察し、教訓を学
んで自らの事業の参考とするための活動である。スタディ
ツアーで事業実施住民が他地域の情報にアクセスすること
により、事業の妥当性や有効性について実際に自分の目と
耳で確かめる機会を得られ、それをもとに住民が自らの事
業を評価することを可能とし、さらに事業の改善へ向けた
住民の主体的な取り組みをも醸成しうる。

スタディツアーには、先進事例の地域を視察するケースや、
同じ事業に複数の対象地域がある場合は、対象地域間で相
互に視察するケースもある。また、ケニアのバリンゴ開発
調査では、事業を実施している地区の近隣村落住民をも対
象にしてスタディツアーを行った結果、事業が近隣村落に
も普及・拡大していったケースがあった。このため、バリ
ンゴ調査では、先進事例の視察をスタディツアー、近隣地
区への事業の普及の可能性が高い近隣住民間の相互視察を
「拡大モニタリング」と呼び区別している。このように、
スタディツアーは目的や事業の進捗状況にあわせて行われ
ている。

１． 自立型農村開発実現に向けての鍵となる考え方

自立型農村開発の主眼として住民の「主体性」や、事業へ
の住民の主体的な取り組みにつながる活動が重視されてい
る。スタディツアーはこうした活動の一つと考えられる。

スタディツアーに参加することで、先進地域や近隣地域の
事業の妥当性や有効性について、事業の実施（受益）住民
が実際に自分と同じ立場の住民に自分の目と耳で確かめ、
納得し、自分の事業に戻って、うまくいっている点や改善
点を考え、試行錯誤するようになる。スタディツアーは住
民が主体的に事業の実施に取り組むきっかけとなりうる。

バリンゴ開発調査では、調査対象地域から先進地域の成功
事例の視察、近隣村落住民の事業地区への視察のいずれの
スタディツアーの場合も、改良かまどや天水農業等の適性
技術が対象地域外へ普及・拡大していった経緯が認められ
た。これは、スタディツアーに参加した住民が自らの目と
耳で事業を検証する機会を得て、（対象地域内・外にを問
わず）自らの事業に主体的に取り組むようになった結果と
考えられる。

このように住民が主体的に取り組むきっかけを作るスタデ
ィツアーという手法により、事業の普及・波及効果も得ら
れることが判明している。

また、バリンゴ調査では、拡大モニタリングによって、「今
まさに実施している事業を逆に他者から訪問されることは、
実施（受益）住民に『彼ら』に対する『我々』を意識する
機会」ともなり、このような視察受け入れが、実施住民が
『我々』を意識するようになり、事業を自らのものと自覚
するような機能もあることを提示している。

２． 実施方法

1) 準備：　視察地区選定
参加者の選定
資料作成
事前説明

2) 実施 オリエンテーション
視察

3) 事業後 村での報告
フォローアップ

３． 実施にあたっての留意点

・準備段階においては、調査団の予算、相手側の
受け入れ態勢、輸送や宿泊等のロジスティック
ス等を勘案して視察地区を選定。

・住民とのワークショップを通じて行なう参加者
の選定において、視察で学んだことを積極的に
自分の村で普及する役割を果たす人物の参加が
望ましい。ジェンダーにも配慮。

・参加者への通知は早めに行なう。
・ツアーの最後のラップアップセッションを設け、

何を学んだか、自分の村で何が生かせるかを話
し合う。同時にスタディーツアーに関するアン
ケートも実施し、内容の改善につなげる。

・村での報告は外部支援者がプログラムの一環と
して実施してもよいし、村の裁量に任せても良
い

（出所：「ケニア共和国バリンゴ県半乾燥地域農村開発計画」調査

団メンバー　畑明彦氏の原稿を元に（財）国際開発センターがま

とめた）
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（3）住民に取り組みやすいレベルの活動の工夫 

活動を導入するにあたって、理解しやすいレベルの技術を導入することも、住民による農村開発への取り組みを

促進する。例えばBox2-15にあるように、「マラウイ国小規模灌漑技術力向上計画調査」の場合、現地で調達し

やすい資材を活用し、現地で安価に調達可能な機材を工夫し、できるだけ投入を減らし、対象地域の事情に即し

た住民組織をつくるなどを通じて、プロジェクト終了後も住民により活動が継続していくことを狙っている。 

 

Box 2-15 住民に受け入れやすいレベルに合わせた技術を主体とした協力 

   マラウイ国小規模灌漑技術力向上計画調査の事例（2002年12月から2005年3月）
 マラウイ国政府が自ら灌漑開発を推進する上では、財源
および人材の極端な不足が大きな制約要因となっている。
このため、農民の自助努力に最大限依拠しながら小規模灌
漑開発を進める体系的な手法を確立する必要があり、我が
国への協力要請に至った。 
住民に受け入れやすいレベルに合わせた技術という観点
から、調査団は、以下のような対応をしている。 

 
1） 灌漑施設建設におけるローカル資材の活用 
本実証事業では可能な限り現地で調達可能な資材（ロー
カル資材）を用いて灌漑施設の建設を行った。現地で調達
可能な資材とは木材、竹、草、粘土、砂利などである。な
お、一部外部調達資材を使用しているが、これらは化学繊
維で編まれた土嚢、ビニールシート、PVCパイプ、中古ゴ
ムタイヤの内側を裂いて作成した強化ゴムひも等である
（農民負担原則）。 

 
2） 高度な測量機材を使用しない水路路線選定 
マラウイ国でこれまで小規模灌漑開発が広範囲に展開し
なかった理由の一つとして、水路の路線選定が簡易に行え
なかったことが考えられる。路線選定の最も簡易な方法と
しては、まずは水路を 10m ほどづつ掘削し、水を通して
みてうまく水が流れるよう水路の深さや方向を調整してい
く方法がある。しかし、この方法では精度が低く高い送水
効率を得ることは困難である。高度な測量機材を用いれば
より正確な路線選定が可能となるが、機材の調達や測量技
士が必要となり現場での適用性を超えることになる。 

本実証事業においては、「ラインレベル」というごく単
純な道具を用いることによって水路での路線選定を実施し
た。ラインレベルは、わずか 350円程度で調達でき、また

マラウイでは土地保全事業等ですでになじみとなっている。
使用方法も簡単であり、普及員の指導の下、30 分程度の
練習で農民レベルで使用することが可能となる。ラインレ
ベルは、2本の棒を 5ｍの紐で繋ぎ、紐の中心につるした
容器の水泡の位置を見ることで標高を測る。また紐を棒に
縛る際、片側を0.5cmまたは1 cm高くすることが望まし
い。紐を高く結んだ棒を常に前方に置いて測量することで
水路に勾配を与えることが出来る。例えば 5mの紐で片側
を一方より 0.5cm高く結んだ場合は、1:1000の勾配で路線
の選定が可能となる。 
 
3） 低投入型農業 
マラウイ国では化学肥料や農薬は全量輸入に頼っており、
これらは通常、農民の購買力を越える。そのため、地力維
持や農薬などに関しても農民の負担とならないよう、実証
事業では第 1に低投入型農業の振興に努めてきた。低投入
型農業の振興として、緑肥と堆肥（速成堆肥：ボカシ堆肥）
を中心とした。マメ科の作物を基本とした輪作と混作体系
の確立、さらにマメ類の植物残渣はできるだけ早く畑に還
元する（すきこむ）ことを振興した。マメ科の植物残渣は
N分に富み、分解されやすく、それゆえ N分のロスも起
こりやすいため、早めに土に混ぜ込むことにより N 分の
土地への固定化を図ることが可能となる。堆肥に関しては
通常の作成方法では 2～3ヶ月要してしまうため、約 2～3
週間と極めて短期間で作成でき、かつ酵母菌（地酒の絞り
かす）の導入によりその肥効にも優れているボカシ堆肥の
振興を行った。 
農薬については自然農薬を振興した。例えば、maize stalk 

borer の深刻な被害がしばしば見られた。この害虫はメイ
ズ生育初期に茎頂部より幼虫が入り込み茎内部を食い進み、
最終的には茎地上部近くより出てくる。これによりメイズ
はほとんどの場合収穫にいたらず枯死してしまう。これを
防ぐ自然農薬として Jerejere tree（Sesbania sesban）やKatupe 
tree（Tephrosia vogelii）の葉の抽出液を使うことを試行し
た（マラウイでは約 10種の自然農薬が確認されている）。
これらには rotenone、tephrosin、deguelinが含まれており、
病害虫に有効に作用する。Mtuwanjovuサイトで Jerejere tree
の葉を使ったデモを行った他、現地でこれら有用樹種があ
る場合には農民に普及を図ってきた。なお、これらは温血
動物には大きな害を及ぼさず、かつ紫外線による分解も早
く進行する。 
 
4） 普及用マテリアル 
本件調査では、小規模灌漑普及のためのマテリアル作成
がアウトプットの一つである。マテリアルは、使用する側
の現状の技術レベルを押さえ、さらに普及に係わる事務所

B

ラインレベルによる水路路線選定模式

ラインレベル 
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の密度や農業関連職員数を参照した上で作成されなければ
ならない。中央の灌漑局は政策・施策を担当、そして農政
局のライン下で行われる県の農業開発とフロントライン農
業普及、さらに人員不足、経常経費不足等々といった状況
下で少しでも機能する普及マテリアルを作成するには、マ
テリアルの構成を利用する階層別にすることである。ここ
では以下の3種を作成している。

1. 包括的ガイドライン：本省、農政局用
2. 技術マニュアル：県農業開発事務所、フロン

トライン普及所用
3. 普及用冊子（パンフレット）＋ポスター：フ

ロントライン普及所、農民用
包括的ガイドラインには、技術的なことは記載せず、小

規模灌漑サブセクター振興に係わる施策事項が主となる。
技術マニュアルは、いわゆる灌漑施設の建設方法、水路路
線の選定法、堆肥の作成・適用法、自然農薬の使い方とい
った工学・農学に関するハウツーマニュアルである。Step 1
でなになに、step 2 でこれこれ、とサブジェクトごとに順
をおって記載される。この種のマニュアルはどちらかとい
うと退屈で無味乾燥となる。しかしながら、本件調査では
実証事業がビルトインされていることから、この経験・知
見を反映することがキイとなる。すなわち、農民が実証事
業を通じて直接現場で経験した事柄が、そのプロセスとと
もに判りやすく写真やイラストで順をおって紹介されると
き、同じ仲間の農民である読み手に興味が起きる。
普及用冊子は、数で勝負する発想である。普及員の数が

絶対的に足りないことから、ここでは数で勝負するいわば
「ばらまき」を基本としている。その配布はフロントライ
ン普及所に勤務する普及員から農民に配布される他、保健
所や小学校、あるいは村の会合等あらゆる機会を利用して
農民に配布し、小規模灌漑普及に関するメッセージを流し
ていく。また、冊子は捨てられる可能性があるが、これに
対処するためにポスターを作成する。ポスターによる普及
は冊子に比較して内容に踏み込めないものの、イラストを
使って大きく華やかに仕上げられるポスターは途上国では
人気が高く、一度壁に貼られれば数年にわたって人目をひ
くこととなる。

5）　事業実施と組織化
組織化にあたっては“実施しながら学びながら” とい

った過程を経る内に組織が徐々に構成・強化されるような
手法を採用している。組織化の過程は調査団、カウンター
パートおよび関係農民の参加をもって開催されるキックオ
フワークショップから始まる。この段階で農民グループの
リーダー（委員長、書記、会計等）を正式に決定する必要
はない。事業実施に先立って実施されるのが計画ワークシ
ョップであるが、ここで決められた各活動の責任者が、い
わゆるポテンシャルリーダーとして仲間の農民とともに事
業を進めていくこととする。作業を進めていく中で、村人
は誰が本当のリーダーに相応しいかを見極めることができ
る。ポテンシャルリーダーにとっては、真のリーダーにな
るためのon-the-job-trainingを受けていることとなる。

まとめ
本件調査の特徴は、灌漑開発に関して施設の維持管理の

みでなく、建設・更新にいたっても農民の自助努力に求め
た点にある。外部からの投入は建設に必要な技術と一輪車

等のツールのみであり、農民の暮らすローカリティの中で
施設を実現することを意図した。すなわち、ここでの小規
模灌漑はプロジェクトとしての持続性ではなく、いかに「灌
漑文化」にしうるかを求めている。文化とは世代から世代
へと引き継がれる人々の知識と行動の融合体である。
世代から世代へと引き継がれるには、そのローカリティ

の中での実現可能なレベルから開始すべきである。アフリ
カに特徴的なこととして中間技術の欠如が上げられる。中
間技術がないなか、また直接税に基礎をおく徴税システム
が機能しえないアフリカにおいては、外部からの投入が多
ければ、まずはプロジェクトとしての継続性すら望めない。
さらに、「水」がなければ灌漑開発はできないという宿命
のなか、元々、その貴重な資源に恵まれたところに、さら
に多大な外部投入を行うべきかという公益性の問題にも直
面する。
ローカリティの中での実現とは、現場にある材料－木、

石、葦、草、粘土等－を使って建設する取水堰、また農民
が使い慣れている鍬等で工事可能な施設を基礎とすること
である。外部からの物的投入ほぼゼロを目指すということ
は、いわばアンチテーゼ開発への挑戦といえる。自然材料
で建設する簡易の堰は毎年の更新が必要となるが、毎年自
前で更新可能な施設レベルであること自体が、次世代に引
き継がれていく「灌漑文化」となりうる可能性を秘めてい
る。ここでの政府や援助機関の役割は、技術的なアドバイ
スを主体とし、農民が自前で準備できないような、例えば
一輪車のようなツールの貸し出し、そして、点で実施され
る灌漑の他地区農民への情報伝達媒介となることである。
実証事業の実施においては、たとえワークショップとい

えども外部からの投入を最低限としつつ、そして“実施し
ながら学んでいく”というアプローチを基本としてきた。
ソフトとハードの両輪ということがよく謳われるが、あく
までも目に見えるハードを主軸として、それを農民自らが
実施者となりながら試行錯誤的に進めていく、その過程で
螺旋運動的に向上していくものをソフト（すなわちキャパ
シティビルディング）と考える。ただし、ここでいうハー
ドの技術レベルは、いわゆる通常の日本人が想像する高度
なものではなく、草の根的なレベルである。草の根技術と
は、技術レベル自体は低いが、創意と工夫が必要となる。
身の回りで使えるものを用いて代用品を作り、創意と工夫
によって改良を加えて用を成す精神こそ、自助努力の基本
といえる。
百聞は一見にしかずという。スタディツアーによって、

農民が先行地区を一見することによって相互啓発が起き、
新たな小規模灌漑実施へ向けた動機付けがなされる。そし
て、百見は一労作にすぎずといえる。見た後は自ら実施す
ることである。実施に先立って特別な組織化やリーダーシ
ップ研修を行う必要はない。ハードという目に見えるもの
を作り出す行為を開始することである。労作を作り出して
いくプロセスが組織化を促しリーダーシップを発現させて
いく。実施しながら学びを得、そのフィードバックを繰り
返すことにより組織は強化され、そして人々の貢献を引き
出す影響プロセスを生み出せる者がリーダーとして育って
いく。

（マラウイ国小規模灌漑技術力向上計画調査　団長　橋口幸正）
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2-3-4　自立型農村開発を具現化するためのモニタリングについて

ここまで、住民が自ら活動に取り組むことを促進する手法（アプローチ）、ならびにその使い方について、説明

してきた。

住民が自ら活動に取り組むとは、日々の活動を見て、必要に応じて活動内容もより現実に即したものへと修正し

ていけるような能力を高めることでもある。そのためには、住民自身が活動を見て判断する能力を養うと同時に、

ドナーも活動を日常的に見て、その結果を住民、地方行政、ドナーなどの関係者と共有し、プロジェクトの改善

を図っていく必要がある。それによりプロジェクト終了後も何らかの形で活動が継続する可能性がある。

日々の活動のモニタリングとその結果のフィードバックは、自立型農村開発を具現化する上で大きな課題である。

ここではプロジェクトというドナーが働き掛けて始まる活動において、住民とドナーの委託した現地コンサルタ

ント34が活動のモニタリングを行なっていく上での留意点を整理する。

(1)　簡易で視覚的に分かりやすい活動モニタリング指標の選定

住民が活動の結果や効果を「視覚的に」認識し、次の活動に進む、あるいは進まない、を判断する材料となるモ

ニタリング指標の開発が必要である。その際、住民は日々の生計を維持することに忙しく、モニタリングは追加

的な負担となるため、モニタリングを委託するにあたっては、何よりも住民にモニタリングの意味を理解しても

らうことが大切である。それがないと、忙しいうえ、モニタリングのメリットもないということで、いい加減に

なる可能性がある。また、可能なかぎり簡単なフォームにすることが必要である。その指標は同時に、住民の活

動を支援する地方行政にとっても使えるものであると、活動の継続可能性が高まる。

これまでの事例では、住民参加型モニタリングといっても、活動を記録できる例えば識字レベルが高い層などが

中心的に行なわざるを得ない傾向もある。例えば、実証調査を伴う開発調査でパイロット事業を実施する中で、

たとえ識字レベルが低くとも、活動を見て、記録できるような仕組みを工夫することも大切である。

(2)　ベースライン調査の質の確保

モニタリングでは、その比較の対象となるベースライン調査を、どこまでプロジェクト活動に関連した内容で行

なえるかが鍵となる。ベースライン調査結果とモニタリング結果を比較し、期待された成果が達成されたか、さ

れなかったかを分析するための情報を集め、どのような変化が生じたかを追い、期待された成果が達成されたか、

あるいはされなかったかを分析するからである。このベースライン調査結果は必ずしも正しいとは言えず、実際

に途中経過を評価する段階で、必要な修正を行なう場合もある。モニタリング結果の効果的なフィードバックの

ためにも、ベースライン調査の質の確保に、充分、留意する必要がある。

(3)　調査団によるモニタリング情報の質の確保をどう行なうか

通常、住民による活動のモニタリングを行なう際、平行して調査団も活動をモニタリングし、内容をクロスチェ

ックしながら、活動改善につなげている。その際、モニタリング対象が多く、調査団員が全ての対象地域を訪問

してモニタリングすることができない場合もある。その時は、現地コンサルタント等に委託する場合が多い。

                                                  
34 多くの農村開発プロジェクトでは、モニタリング対象地域が多岐にわたるため調査団が直接、モニタリングすることが難
しいこと、外国人ではなく、当該国の人が従事する方がより住民にとってもなじみやすい、などの理由から、現地コンサルタ
ントにモニタリングを委託している。
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しかし、調査団の目によるモニタリングと、現地コンサルタントによるモニタリングの結果は、必ずしも一致し

ないことがある。例えば、現地コンサルタントに数字では評価しにくい項目についていくつかの指標（モニタリ

ング対象者の「盛り上がり度」、関係者間の「協力の度合い」、外部関係者との「コミュニケーションのよさ」等）

を提示して５段階評価してもらっても、定性的な評価項目についてはどうしても主観的な評価になってしまうこ

と、現地コンサルタント間の評価基準が一定しておらず、モニタリング対象者間の比較ができにくいなどの問題

もある。

また、可能な限り定量的なモニタリングを行うことで主観性を排除しようとしても、それらの客観的なデータに

示される「変化」の理由が調査団にはわかりにくい、という問題もある。そのため、現地コンサルタントにモニ

タリングを委託する場合も任せきりにするのではなく、定期的な会合を通じてモニタリング結果について、調査

団と議論する機会を設けることが大切である。それを繰り返すうちに、現地コンサルタントも調査団の考えを理

解し、モニタリングする際に見るポイントを身に付けるようになる。一方、調査団もモニタリングの現場の状況

を理解することができる。

(4)　モニタリング結果の活用方法の検討

現場レベルでは、住民がモニタリングを通じて気付いた問題点に対して、タイムリーに解決できる体制をつくる

必要がある。また、現地コンサルタント等を通じて調査団が行なっているモニタリング結果については、日本人

と相手国関係者が共有し、問題解決、対応策等を考える題材にすることが望ましいが、現実には、忙しすぎて充

分に使いこなしていない場合もある。モニタリングの結果、問題がわかったときに、予算や人事権を持つ行政し

か対応できない場合があるので、モニタリング体制を構築する際、物事の決済権限のある人や組織へのフィード

バック方法についても充分、検討する。

(5)　モニタリング費用

フィールドレベルでのモニタリングに費用がかかる。通常は調査の中で負担している場合が多い。しかし、プロ

ジェクト終了後にもモニタリングを継続していくことを考えると、モニタリング費用を相手国が予算計上するよ

うに働きかけることが重要である35。

(6)　モニタリング実施時の社会的弱者の排除の可能性

組織や委員会を設立して住民参加型モニタリングを実施しても、対象地域のインフォーマルな組織を限られた時

間で見つけ出すことが難しいことなどから、伝統的な指導者や地域議会などが窓口となる場合が多い。その結果、

プロジェクトを実施するのに都合がよい組織、あるいはリーダーが主体となり、例えば、本当に支援の必要な排

除された層が入らない場合もある。このように、参加型アプローチでは疎外者を含めることは難しい場合がある

ことにも留意する。

                                                  
35 2-2節でも見たように、IFADのガイドライン（農村開発モニタリング：アフリカ版ではない）でもAWPB(Annual Work Plan and
Budget：プロジェクト用の予算を政府予算に組み込むこと。M&E staffの訓練費用も含む)が提案されている。
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2-4　自立型農村開発を具現化する上でのPCM手法の現状と課題

2-4-1　PCM手法とは

プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）手法には、単純に言えば「プロジェクト管理手法（科学的・

論理的分析評価）」（USAID が 1969 年に導入したロジカル・フレームワークが出発点）の側面と「合意形成のツ

ール」（GTZ が 1983 年に導入した参加型計画手法 ZOPP）の側面があるが、ここではまず、プロジェクト管理手

法の側面について考えたい。PCM手法は、プロジェクト・サイクル・マネジメントという名前が示すとおり、「プ

ロジェクト」の発掘、形成、審査、実施及びモニタリング、そして評価を一つの「サイクル」として、一貫した

形で「マネジメント」しようという考え方である。また、一つのプロジェクトのサイクルから得られた教訓・提

言は、次のプロジェクトのサイクルに活かされるという形で、サイクルからサイクルへの世代間のサイクルが続

いて行くことになる。その際の運営管理の中心となるのが PDM（Project Design Matrix）と呼ばれるプロジェク

ト概要表及び活動計画表（PO：Plan of Operation）である（図2-4参照）。

図2-4　プロジェクト・サイクル

このように、PCM 手法で扱おうとしているのは、飽くまでも「プロジェクト」ということになるが、では「プ

ロジェクト」とは一体何であろうか？　「プロジェクト」は一般に、(1)予め定めた計画に従って､(2)一定の期間

内に、(3)一定の投入を使って、(4)一定の目標を達成するための、(5)活動の集まりというような形で定義される。

つまり、できるだけ直接的に問題を叩くことができ、スッキリ終われれば終われるほどよいプロジェクトという

ことになる。さらに、国際協力で扱う「開発プロジェクト」の場合には、外部からの投入、外部の人間の活動が

含まれることが一般的であるため、プロジェクト期間が終了した後、すなわち、外部からの投入や外部の人間の

活動がなくなった後も、プロジェクトの正の効果が持続するかどうか（「自立発展性」というよりも「持続性」）

が、評価のクライテリアとして重視されることになる。（「自立発展性」の定義については、「2-4-3 自立発展性

と垂直展開・水平展開」を参照）

オンゴーイン
グの評価

モニタリング

プロジェク
ト・デザイン 注

PDM: Project Design Matrix

事後評価

分析

戦略
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計画
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終了時評価

中間評価

実施

PO: Plan of Operation



41

2-4-2　開発計画とプロジェクト

PCM手法では、以上のような特徴を基本的に持ったプロジェクトというものをより効果的なものとするために、

できるだけ科学的・論理的にプロジェクトを計画・立案し、実施し、モニタリング・評価することを目指してい

る。例えば、PCM 手法の参加型計画手法の問題分析では、もともと中心問題（core problem）を具体的な問題、

実在する問題であり、かつ包括的な問題と定義していたが、これはできるだけ直接的に叩ける問題の解決を目指

しているからであろう。そのことにより、プロジェクトで解決しようとする目標（プロジェクト目標、上位目標）

がより具体的なもの、すなわち、予め定めた計画に従って一定の期間内に一定の投入を使って達成できるものに

なる訳である。同時に、問題分析のスコープも、プロジェクトで解決できるような目標に併せて、必要十分なも

の（不必要な分析を無駄に行わずにすむもの）に限定した方がよいということになる。

しかしながら、農村開発に限らず開発計画を立てる場合には、最初からプロジェクトを選定し組み立てることだ

けを目的として、このような限定されたアプローチ、スコープだけで分析し計画することはできない。結局のと

ころ、プロジェクトの選定、そしてプロジェクトの立案（デザイン）という計画段階の言わば下流のプロセスの

みで PCM 手法を使う場合と、農村が抱える問題の把握・分析、そして長期的に必要になると思われる（できる

限り）全てのプロジェクトの洗い出しという計画段階の言わば上流のプロセスから PCM 手法を使う場合では、

異なったアプローチが必要だということであろう。さらに踏み込んで言えば、上流部分の分析を始める前からス

コープを絞り込んでしまい、したがって分析そのものがまるで「プロジェクトありき」になり、プロジェクトの

選定が極めて形式的になっている例も少なくないように思われる。

本来、一つのプロジェクトが選定されるためには、いくつかの段階での複数案（代替案）の検討が必要なはずで

ある。例えば、ある場所に発電のためのダムを建設するというプロジェクトが選定される前には、プログラム／

計画段階の複数案として、どの河川のどの場所にダムを建設するかがあったはずである。さらにその前には戦略

段階の複数案として水力か火力か原子力かというような複数案があったはずであり、さらにその上には、電力不

足という問題に対して、省エネで対応するのか、他地域から電気を買うのか、それとも発電能力を高めるのかと

いうような複数案があったはずなのである。それら全てのレベルでの複数案を検討できるような形で PCM 手法

を使うのか、あるいは「発電ありき」なのか、「水力ありき」なのか、場合によっては、ある場所にダムを建設

することを前提にして（ということは検討できるのはプロジェクト・デザイン・レベルの複数案だけということ

になる）PCM 手法を使うのかということである。PCM 手法は単なるツール群であるから、使う人次第、使い方

次第ということになるが、もし「プロジェクトありき」で PCM 手法を使うのであれば、「合意形成のツール」

として機能しようがないのは明白であろう。

2-4-3　自立発展性と垂直展開・水平展開

PCM 手法では、プロジェクトの目的を問題の解決と捉えている。PCM 手法の参加型計画のステップでは、誰の

問題を、そしてどの問題を解決すべきかを明確にした上で、その問題を解決するための手段を考え、プロジェク

トをデザインする。けれども、問題を叩くという形でプロジェクト目標を達成することを最優先課題と考え、つ

いで上位目標としてプロジェクトが正の効果をもたらすこと、さらにそれができるだけ持続することを目指すと

いうようなことをプロジェクトの目的とするのであれば、そのプロジェクトが生き長らえることはできても、そ

のプロジェクトが次の新たなプロジェクトを生み出すこと、また同じようなプロジェクトが新たな投入なしに他

の地域に広がることは、あまり望めないことになる。巨大公共事業、大規模施設の場合には、同じようなプロジ

ェクトが多数必要になることを最初から想定していないし、一旦問題を叩いてしまえば当分は同じような問題あ

るいはプロジェクトを考える必要がない。また、施設ができることで初めて実現可能になるようなプロジェクト

も多いと思われるので、次世代のプロジェクトの心配を最初からする必要はないかも知れない。いずれにせよ、
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そのような場合には、従来のプロジェクト・アプローチが可能であるし、これからも重要であり続けるであろう。

しかしながら、農村開発においては、そのような大規模な事業、また一旦解決すればそれで済むというような問

題は、あまり多くはないのではないだろうか。外部からの投入によって実施するプロジェクトは実は全てが「パ

イロット事業」「モデル事業」のようなものであり、そのプロジェクトがうまく行けば終わりというよりも、地

域全体、国全体に広がることを目指して行われることが多いのではないだろうか。自立的農村開発をうたうので

あれば、そこで必要なのは、まさにそのようなプロジェクトの『展開』であろう。となると、真に目指すべきは、

あるプロジェクトが次のプロジェクトを生み出すこと、つまり、あるプロジェクトを実施することによって、(1)

それに関わった人たちの中から次の新しいプロジェクトが生まれること（垂直展開：プロジェクトの直接的アウ

トカムとも言えるであろう）、(2) それを見た人、その効果を知った人たちの中から同種のプロジェクトが生ま

れること（水平展開：「点から面へ」の展開）であって、あるプロジェクトが生き長らえるかどうか、あるプロ

ジェクトの正の効果が持続するかどうかという次元の問題ではなくなるはずである（図2-5参照）。

であれば、プロジェクト単体で問題を解決すること、あるいはプロジェクト単体の目標を達成することよりも、

そのプロジェクトからいかに次のステップを引き出すかをプロジェクトのより本質的な目的と捉えて、そのため

の仕組み・体制を整えること（例えばスタディー・ツアーによる farmer-to-farmer の展開、あるいは普及員を中

心とした普及体制・普及メカニズムの確立）が遥かに重要な可能性がある。これらは現在の PCM 手法を超えて

おり、そのための運営管理手法、評価手法を確立することが急務だろう。

図2-5　プロジェクトの垂直展開と水平展開
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2-4-4　合意形成のツールとしてのPCM手法

では、合意形成（参加型計画手法）のツールとしての PCM 手法とはどういうものであろうか。PCM 手法が導

入された当初（1990 年代前半）には、参加型計画手法と言いながら、PCM ワークショップに参加してプロジェ

クトを計画・立案していたのは行政や援助機関の代表者、コンサルタントだけであることが多く、最終受益者の

代表すら参加していない PCM ワークショップが「参加型ワークショップ」と呼ばれることもあった。またモデ

レーターの仕事は、予め想定されたプロジェクトのスコープを超える議論にならないよう、ワークショップをコ

ントロールすることであると考える人も少なくなかった。その後、農村で、農民が主体的に参加した形で実施さ

れる PCM ワークショップも増えて来たが、それが本当に合意形成のツールとして機能しているかどうかは、ワ

ークショップのやり方次第であろう。

例えば、PCM ワークショップに参加することができる人だけ、あるいは村の代表者や有力者だけが参加して作

った計画や意思決定を合意形成と呼べるかどうかという問題がある。結局のところ、合意形成のツールとは言い

つつ、PCM 手法は、基本的には「計画案」をできるだけ参加型で作る、つまり援助する側の都合（supply-led）

ではなく住民のニーズを元に（demand-driven）作るための手法であり、合意形成のための叩き台をより論理的に、

よりニーズに基づいた形で作るためのものと考えた方が自然であろう。農村でのPCMワークショップに例え100

人以上の人が参加していたとしても、それは飽くまでも参加型ワークショップに過ぎず、村としての意思決定は

総会や長老会議などで改めて行われるのが普通である。

次に考えなければならないのが、プロジェクトの主体（オーナーシップ）の違いである。住民のニーズに基づく

プロジェクトが計画され、合意されたとしても、その後のプロセスはプロジェクトの主体が誰かによって大きく

異なる。いわゆる公共事業型のプロジェクトであれば、プロジェクトを実施するのは行政であり、「後はプロに

任せなさい」ということになるであろうが、住民主体の参加型プロジェクトであれば、例え、外部の人間・組織

（行政、援助機関、NGO など）がイ二シャティヴを取ってプロジェクトの形成を行ったとしても、住民が主体

となって実施して行かなければ話にならないことになる。公共事業型のプロジェクトの場合には、図 2-6 に示す

よう、計画段階のより早い段階、選択肢がたくさんある段階から住民が関与（パブリック・インボルブメント）

しているほど、参加の度合いは高いということになる。飽くまでも外部の人間・組織が中心に立って、それに住

民がどれだけインボルブされるかという構図である。
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図2-6　住民関与の度合いと計画段階（公共事業型プロジェクトの場合）
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一方、住民主体の参加型プロジェクトであれば、当初は外部の人間がイニシャティヴを取っていたとしても、プ
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勝負になる。そして、第二世代、第三世代においては、最初から農民・農民組織のイニシャティヴで進んで行く

ことが期待されるのである(図2-7参照）。

図2-7　参加の度合いとプロジェクト・サイクル（参加型プロジェクトの場合）
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営管理するという目的のみにとらわれず長期的な農村開発計画のために使う、(2) プロジェクトの直接的な「結

果」だけにとらわれず自立発展を目指す、(3) 公共事業型のプロジェクトだけではなく農民主体のプロジェクト

の農民自身による運営管理の道具として使う、という形で、PCM 手法が自立的農村開発を具現化するための道

具ともなりうるというのが筆者の考えである。(1)および(2)については、プロジェクトを的確かつ効率的に運営

管理するという本来の目的を一歩広げて、自立的農村開発を考えるために必要となる対象範囲、期間をカバーで

きるような分析、計画を行うこと、(3)については、外部者が主体となって PCM 手法を使うのではなく、重要な

ステークホルダーが協働して、あるいは最終受益者である農民や現場の普及員などが主体となって PCM 手法を

使うことで、それが可能になるのではないだろうか。

最後に、PCM 手法が得意とすること、不得手なことについて論じておきたい。PCM 手法は、問題の構造を論理

的に（ただしリニアに）分析し説明すること、またプロジェクトを実施したことによる直接的な「結果」をモニ

タリング評価することに強みを発揮する。しかしながら、直接叩くことが難しいような問題の解決、期待される

「結果」が具体的なものではない場合、さらに長期的・面的かつ総合的なインパクトを考えたプロジェクトの計

画立案というようなことには弱い。そしてそれは、プロジェクトという範囲・期間限定アプローチそのものが持

つ弱点ではないかと考えている。

もう一つ現在の PCM 手法のスコープを超えた大きな課題は、技術協力をどう捉えるかである。一つの調査、あ

るいはプロジェクトというものがあった場合、技術協力である以上、そこには必ず二つ以上の目的があるのでは

ないだろうか。つまり、誰でもよいから的確かつ効率的に問題を叩いて解決してくれれば終わりということでは

なく、調査あるいはプロジェクトを通じて、カウンターパートである相手国の機関や最終受益者である農民の組

織に力がつく、元気が出ることが求められているのである。特に自立発展性を考えた場合には、一つの調査ある

いはプロジェクトの「結果」がどうであったかは大した問題ではなく、真に問われるのは、その調査あるいはプ

ロジェクトを通じて力がついたか、元気が出たか、そして彼ら自身の手による次のプロジェクトにつながったか

であろう。

図2-8　「結果」とアウトカム

そのような目で見た場合、PCM 手法の一般的な使い方は、図 2-8 の上段に限られていることが多いということ
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下段がプロジェクトの直接の「結果」となることもあるが、基本的には上段を計画立案し、運営管理するのがPCM

手法の一般的な使い方であろう。

一方、自立的農村開発を考えた場合には、図 2-8 の上段よりもいかに下段に至るかが重要だということになる。

誰でもよいからプロジェクトで問題を解決してくれればそれで終わりではなく、全てのプロジェクトが実は次の

ステップのためのパイロットであるという意味で、常に誰が何を学び、誰が次につなげ、開発を進めて行くこと

ができるかが問われることになる。「2-4-3 自立発展性と垂直・水平展開」で述べたことの繰り返しになるが、プ

ロジェクトを単なる範囲・期間限定アプローチに終わらせないためには、既存の PCM 手法だけにとらわれるこ

となく、開発に関わるステークホルダーのそれぞれの開発プロセスにプロジェクトを位置づけ、飽くまでもそれ

ぞれのステークホルダーの開発という枠組みの中でプロジェクトを組み立て、実施し、モニタリング・評価する

ことが重要であろう。
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2-5　アフリカ自立型農村開発のためのプロセス・モニタリング   

本節において、これまでの本報告書での議論を踏まえて、自立型農村開発を具現化するためのプロセス・モニタ

リングを導入、或は実施にあたっての留意点等の検討を行う。

2-5-1　開発におけるプロセスの考え方

ほとんどのドナー国・機関が、プロジェクトへのプロセス・モニタリングの導入を図ろうとしている。その背景

としては、開発の意味（目的）の見直しの大きなうねりがあった。アフリカにおいて、近年、道路や灌漑施設建

設よりは、人的資本の強化につながる初等教育や公衆衛生の充実化36や、行政等の制度改革が協力の重点分野に

なった。同時に、貧困削減につながる持続的な開発を行うには、住民や行政の能力向上が不可欠であるというこ

とが広く認識され、その為にエンパワーメントを軸とした住民へのキャパシティ・ビルディングが重点課題にな

った。

本報告書2-1（Mosse,1998）にあるように、協力における開発への考え方が次のように変わってきた。

 地方分権化や行財政改革等の制度改革への支援→行政の仕組みや組織能力向上の重視

 技術的・管理的な青写真的計画よりも柔軟な反復的アプローチの重視

 より分権的・参加型アプローチの重視

さらに、本報告書の2-1（江本）にあるように、計画論という理論からの開発の意味の見直しも行われた。ほぼ

同じ状況である地域に同じインプット（投入）を行ってもアウトプットが異なるのは何故か、という疑問から発

した計画論の議論がこの背景にある。その結果、投入されたものが必ず最大効率で活用されるという合理性で説

明されていたその両者の間、つまり、ブラックボックス化していたその間のプロセスへの把握が求められるよう

になった。また、計画→実施→モニタリング評価→計画の見直し→実施、というプロジェクト・サイクル（プロ

セス）での実施上の変化に柔軟に対応することも必要となった。この柔軟な対応の必要性は、プロジェクト実施

からの「学び」、つまり、「ラーニング・プロセス」を踏まえて、制度として柔軟に対応する仕組みつくりが必要

となったことが一つの背景である。これらのプロジェクト・サイクル（プロセス）は、プロジェクト実施におけ

る制度（枠）、つまり、「ラーニング・プロセス」からの「学び」を制度的にどのように反映させ、プロジェクト

を改善させていくことを主眼に置いた考え方である。

他方、前述の開発のコアをなすキャパシティ・ビルディングから見たプロセスは、プロジェクト実施からの「ラ

ーニング・プロセス」自体のことであり、2-1に既述してあるように、開発をその地域が変化しつつ固有してい

る社会経済的なコンテックス（文脈）で捉え直すことである。つまり、最小のインプットで最大のアウトカムが

生まれるという合理性や技術的適性のみでプロジェクトが実施されていない、或は住民がそれを実質的に受け入

れてない、という地域の固有の現実を反映している。そして、アクターが地域の社会経済的なコンテックス（文

脈）の中で、資本（資源）37を活用していくというプロセスを開発（の目的）自体として捉えることである。こ

の「開発（ラーニング）としてのプロセス」は、「制度としてのプロセス」と一体的に考えられ、前者からの変

                                                  
36 協力のアウトプットやインパクトへの評価の流れにより、比較的成果が分かりやすい初等教育や伝染病対策等の公衆衛生等
の分野への援助の割合が増加している。しかしながら、近年、世界銀行は、社会資本を焦点にしたCommunity Driven Development
というアプローチによる農村開発にも力を入れ始めている（2004年2月24日（火）、世界銀行　CDD and Social Capital Group
におけるヒアリング）。
37 これは、余語氏、大内氏、赤松氏等が提唱している「資源、組織、規範」による「地域の社会的能力」という考え方と基本
的には同じである。ここでは、組織を構成するアクターにより焦点を置いた考え方である。渡辺「農村開発における社会資本
－アクター視点－」国際開発学会発表資料（名古屋大学、2000年6月）を参照。
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化や教訓等を生かして、後者の制度としての柔軟な対応をしていくことになる。

ここで、「開発（ラーニング）としてのプロセス」についての考察をさらに行いたい。アクターが関係者（ステ

ークホルダー）との関係やその地域のコンテックス、つまり、このような「関係的・文脈的」理解をアクターが

相互作用的38に行い、それらのいくつもの層（アクターの意識による社会構造）がその地域の規範を含めた固有

の社会経済的なコンテックス（文脈）の生成（形成）に繋がっていると考える。地域（コミュニティー）におけ

るアクター間の「関係的・文脈的」理解による意識の変化や活動のプロセスを、「地域の社会的能力」39として、

つまり、開発そのもの、或は開発の重要なファクターとして考えることである。この考え方は、プロセスを「開

発（ラーニング）」自体として捉える考え方である。

プロジェクト実施等に大きな影響を与える認知的社会資本（規範や信頼、社会的ルール等）は、住民組織やコミ

ュニティーでの活動に大きな影響を与えている。あるコミュニティーで醸成されている認知的社会資本は、固定

されたものではなく、そのメンバー間で実際の活動等を通じて、絶えず変化をして醸成されていくものである40。

この意味においても、キャパシティ・ビルディングを行う場合、知識や見方を学ぶ研修に加えて、小規模であっ

ても実証調査等の事業を実際に行う（経験）を通じての意識変化が重要である。プロジェクト実施を通じての経

験からの意識の変化（Learning by doing）が、住民組織やコミュニティーのキャパシティ・ビルディングそのも

の、或はその強化に繋がっていると考える。

住民組織（コミュニティー）におけるキャパシティ・ビルディングを、「関係的・文脈的」という視点からさら

に考えてみたい。住民組織を構成する個々の能力は、識字能力や健康状態であり、5つの資本の中の人的資本に

相当する。住民組織を構成するアクター間で相互作用的に形成し合う認知的社会資本は、住民組織やコミュニテ

ィーにおいてそのメンバー間でつくられ、定着し、そして、その住民組織等でのさまざまな出来事の状況判断を

行い、さらに変化していくものである。逆説的に考えると、「関係的・文脈的」なアクター間の出会い（encounter）

とアクター間で醸成される意識による社会構造がなければ、これらの認知的な社会資本は醸成されないか、或は

維持できないということになる。そのメンバー間で意識されている規範や信頼は、住民組織としての活動に大き

な影響を与えている。コミュニティーで「関係的・文脈的」に醸成され規範、信頼、習慣、ルール等の認知的社

会資本の向上は、まさに住民組織やコミュニティーのキャパシティ・ビルディングのコアをなすものと思われる。

しかしながら、住民組織やコミュニティーにおけるこのようなキャパシティ・ビルディングをさらに定着及び普

及させていくには、開発としてのプロセスのさらなる解明を行うと同時に、認知的社会資本やネットワークの把

握方法の検討もさらに必要である。換言するならば、Mosse(1998)等が提唱しているように「Development as

process」の考え方は、広く支持されつつあるが、その運用において不可欠なその手法等は、まだまだ模索中とい

うのが現状と思われる。

2-5-2　何故にプロセス・モニタリングか、そしてその課題は

開発におけるプロセスの考え方は、前述したように次の2つに集約され、それらをベースにしてプロセス・モニ

                                                  
38 Giddens A (1984) The Constitution of Society (Polity Press, Cambridge)を参照。Giddensは、アクターと社会構造の関係を theory of
structurationとしての理論化を行っている。アクターの解釈に理論的裏付けを行ったHabermas Jは、言説（discourse）に焦点を
当て、Giddens と同様に「関係的・文脈的」なアクターの理解・解釈による意識への理論構築の双璧をなしている。
39「地域の社会的能力」の議論は、JICA国総研「貧困問題とその対策：地域社会とその社会的能力の育成の重要性」（平成7
年3月）を参照。
40アクター（行為者）は、社会状況等について判断を行い、そして、静観することも含めて、能動的に行為を行う。
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タリングについての考察を進めたい。

これまでの議論で、計画→実施→モニタリング評価→計画の見直し→実施のプロジェクト・サイクル（プロセス）

において、「学び」から生じる変更に柔軟に対応をすることの必要性が分かってきた。このサイクル（プロセス）

において、柔軟に対応を行い、より効率的かつ効果的な協力（プロジェクト）を行う為のプロセス・モニタリン

グの導入が、特にドナー側で検討されている。これは、ドナー側のマネジメントから見たプロセスに重点をおい

た役割である。つまり、このサイクルを通して、それぞれのアクターが学び、必要に応じて計画を修正する柔軟

性の確保を図る為の「制度としてのプロセス・モニタリング」である。

他方、プロジェクト等へのステークホルダーの参加や「学び」を通じて、住民、行政等のキャパシティ・ビルデ

ィングを図るプロセスに重点をおいた「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」も別の位置づけ

としてある。

「制度としてのプロセス・モニタリング」

「制度としてのプロセス・モニタリング」の一つの特徴は、計画→実施→モニタリング評価→計画の見直し→実

施、というプロジェクト・サイクルでの「学び」を踏まえて、ドナー国・機関に系統的な見直しと計画変更・実

施がより柔軟に対応できることである。実施中のプログラムやプロジェクトを青写真的にインプットとアウトプ

ットのみで見るのではなくて、「学び」というプロセスに対応した制度（仕組み）である。つまり、活動をモニ

タリングする場合、その地域の「関係的・文脈的」理解を踏まえて、その意味を状況判断し、評価していくこと

である。そして、それらを適時にフィードバックし、必要に応じて柔軟な軌道修正をプロジェクト・サイクルに

おいてシステム的に行うことである。

この柔軟な制度としての見直しは、ログフレームを軸とした対応が通常行われている。2-2のプロセス・モニタ

リングに関するドナー国・機関のレビュー（鳥海）から、その代表例がIFAD41やECであることが分かる。IFAD

は、ログフレームを補完する為のプロセス・モニタリング（モニタリング・評価）を提案している。外部委託に

よるプロジェクト実施から1年後を目処にログフレームの指標の充実化を行政や住民を巻き込んで行うことを図

っている。つまり、ログフレームを関係者の共通の言葉（場）とし、「学び」というプロセスをも最終的には、

ログフレームに還元していき、プロジェクトの目的等を検討していくことを基本的な考え方としている。

ECは、内部モニタリングを主体として、情報の共有化及びラーニング・プロセスを重要視している。そのため

のタイムリーな意見交換や意志疎通の場の構築が必要と考えている。これらを踏まえて、ECは、ログフレーム、

活動スケジュール、資源配分スケジュールの見直しを提案している。

「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」

これは、前述した枠としての「制度としてのプロセス・モニタリング」における開発（プロセス）自体に焦点を

当てた考え方である。2-2（鳥海）のCARE42でその意味合いが次のように述べられている。

「プロジェクトという特定の期間内の活動計画を原因と結果（causes and effects）のロジックに沿って計画しても、

人間の行動、システム、外部環境の役割などその一部には不完全な理解がつきまとう。そこでCAREはプロジェ

                                                  
41 International Fund for Agricultural Development（国際農業開発基金）
42 英国をベースにした国際NGO
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クト立案者と実施者（受益者）が共に働く中でコミュニティーや組織を理解し学びあい、目標を達成するべく必

要な調整を行うことを推奨している」

CAREは、REFLECTION ON ACTION（活動に対する振り返り）を日常的に行うことにより、プロセス自体が開

発であるということからの「学び」を行おうとしている。CAREは、その手掛かりとして次の自問による

REFLECTION ON ACTIONを行おうとしている。

 何（what）の効果があったのか？

 何（what）を学んだのか？

 次の活動は何（what）をすべきか？

2-2にあるように、GTZもCAREと同様なプロセス・モニタリングを導入しようとしている。GTZは、関係者はそ

れぞれの関心により、プロジェクトを異なって受けとめているという現実を踏まえて、関係者との話し合いを重

視している。関係者による質疑応答等により、プロセス・モニタリングのフレームも手作りにせざるを得ないと

考えている。その策定自体も重要なキャパシティ・ビルディングとして捉えており、何をモニタリングするかを

関係者の参加・対話によるプロセスを通じて行おうとしている。このように「なぜに（why）」 による「学び」

を伴ったこのプロセスを通じて、アクターの自立性と自己責任の醸成も図ろうと考えている。まさに、プロセス

自体が開発であるという考え方を実践しようとしている。

GTZもCAREと同様に自問（なぜ（why））によるプロセス・モニタリングの実施を行おうとしている。

 なぜ（why）、同じ活動が違う経緯をたどったのか？

 なぜ（why）、ある協力がうまくいき、他の協力はうまく行かなかったのか？

 なぜ（why）、期待した成果に達しなかったか？

このようになぜ（why）ということを契機にして、住民や行政との対話を通じてプロセスの解明を図りつつ、相

互の「学び」により、住民組織等のキャパシティ・ビルディングを行おうとしている。

2-5-3　自立型農村開発におけるプロセス・モニタリングとその課題

1章において、自立型農村開発の定義を次のように行った。

自立型農村開発：

「農村の住民はもともとそこにある資源を活用しながら自立して生計
を営んでいる。その自立した住民の生活を妨げることなく、住民が力
をつけ活動に主体的に取り組む中で、そこにある資源（５つの資本）
を強化・補強し、生計を維持・向上（生存を強化）させてゆくこと」

を具現化するために、人つくりや組織（コミュニティー）つくりのエンパワーメントを行うことである。

第1章で議論されている住民と外部支援との関係から見た自立型農村開発は、その地域での住民の受容能力を把

握して、それを超えない中での外部支援を行い、そして、住民がそれらの活動の「読み替え」を自ら行い、更な

る活動へと繋がっていくことである。その為には、地域の住民組織やコミュニティーのキャパシティ・ビルディ

ングが重要である。そのキャパシティ・ビルディングを行うには、何を行うべきであろうか？
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地域が固有している社会経済的なコンテックスは、それぞれの地域により異なっており、それを外部から短期間

で把握することは困難であると思われる。小規模であっても実証調査等を実際に実施することにより、その一端

は判明すると思われる。同時に、そのプロセスにおいて、「関係的・文脈的」な理解や判断により、住民組織や

コミュニティーでの認知的社会資本が醸成され強化されていくことでもある。このプロセスは「開発（ラーニン

グ）」自体であり、「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」を行うことにより、自立型農村開発

が具現化することになると考える。

このプロセスを重点とした外部支援のあり方について、識字教育プロジェクトを例にして少し考えてみたい。農

村における現地語の識字教育研修が、必ずしも現地語の持続的な修得に繋がってないというケースが見受けられ

る。つまり、現地語の識字教育の研修によって識字能力は向上するが、村落において、現地語の読み書きが持続

的に活用される機会が少ない場合、その能力の維持は通常難しいと思われる。このように支援した能力等がその

地域でどのように住民が活用してくかを配慮することにより、コミュニティー全体としての能力向上が図られる。

しかし、このことは事前に把握し、計画することは難しく、現地語の読み書きが村落において、住民がどのよう

に捉え、活用としようとしているかのプロセスを十分に理解して、必要な支援を適宜行うことが求められている。

この現地語に関するプロセスは、住民自身も事前に把握している事は少なく、外部支援の意向や資本提供状況を

も踏まえて、コミュニティーの住民間で生成され、さらに形成されていっている。その意味でも、アクター（住

民）は、外部支援の意向や資本提供の状況判断を必ず行っており43、このことを外部支援者は十分に留意するこ

とが不可欠である。

外部支援としては、このようなプロセスを促進させるプロセス・モニタリングが重要になるが、プロセス・モニ

タリング実施上の課題を整理すると以下のようになる。

柔軟に対応する実施上の課題

 プロセス・モニタリングに必要な時間、予算、特に人材の確保

 プロセス・モニタリングを受けての計画変更等の妥当性の判断の難しさ、同時に、計画変更に伴っての迅

速な予算措置の困難性

 計画→実施→モニタリング評価→計画の見直し→実施、というプロジェクト・サイクルにおいて、計画変

更等を適宜に行うという複雑な作業への対応の問題

手法としての限界

 何故に（Why）やどのように（How）という質問を繰り返していく中で、プロジェクト実施上のイシュー

や課題等が判明していくことが期待される。このような手作り的なモニタリングが、プロセス・モニタリ

ングのコアをなしており、実務者の知見や経験による差異がモニタリングの質に大きく左右する可能性が

高いという危惧

 基本的な考え方は合意されつつあるが、手法としては試行錯誤

より根源的な課題としては、ログフレームをベースとした「制度としてのプロセス・モニタリング」が、日常的

                                                  
43 本報告書のBox2-10 「PRAを使って～モザンビーク調査からの教訓～」において、PRA研修を受けた住民と調査団のPRA
研修への捉え方の違いが浮かび上がると同時に、その後の相互理解（プロセス）が説明されている。
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な「「学び」」による「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」からのプロセス（開発）を円滑に

受入れ対応することの可能性が挙げられる。「2-4 自立型農村開発を具現化する上でのPCM手法の現状と課題」

において、ログフレームをベースとしたPCM手法の可能性について議論されている。この節で、次のようにPCM

の強みが説明されている。

「PCM手法は、問題の構造を論理的に（ただしリニアに）分析し説明すること、プロジェクトを実施したこと

による直接的な「成果」をモニタリング評価することに強みを発揮する」

このようにログフレームの真骨頂は、論理性にあり、定量的な色合いが濃いと思われる「学び」によるプロセス

を、どのようにこの論理性に載せていくかが大きな課題である。つまり、「学び」によるプロセスが、計画→実

施→モニタリング評価→計画の見直し→実施というサイクルに、埋没してしまう可能性を孕んでいると思われる。

他方、前述したようにプロセス・モニタリングを行う実践者の能力や経験の差異の問題に加えて、「学び」によ

るプロセス自体が開発であるということは極めて重要な考え方であるが、この考え方は、自立的な開発が行われ

るかということが重要な判断基準である。このように考えると、開発の持続性は、プログラムやプロジェクト終

了後に判断されるので、実施中でのプロジェクトの是非の判断が難しくなってしまう問題を孕んでいると思われ

る。「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」の骨幹は、「Learning by doing」であるが、このこ

とにより、定性的な基準の曖昧さに加えて、活動自体の是非の判断が非常に難しくなるという問題を抱えている。

このことは、自立型農村開発には、住民組織やコミュニティー、行政の能力向上が不可欠であるということに捉

え直して考えることが必要と思われる。

例えば、住民組織の能力向上のプロセスは次のようである44と思われる。これらに寄与しているのかが一つの判

断基準になると思われる。

 協同意識（認知的社会資本）：意識が低い→意識が高い

 リーダーシップ：メンバーからの信頼が低い→信頼が高い

 外部との関係：受身→能動的

 地域の5つの資本の活用意欲：受身→能動的

 組織運営：受身→能動的

このような課題を踏まえるとプロセス・モニタリングの実施にあたって次のことに留意する必要があると思われ

る。

 日常的な細かい微調整は必要であるが、全体的な見直しは1～3年というスパンが適切と思われる。その意

味で、JICAの協力においては、協力期間を勘案しての「制度としてのプロセス・モニタリング」の実施が

適切

 PRA等を含む参加型手法において最も重要な役割は、関係者が一同に議論する“場”の提供や“きっかけ”つ

くりである。その意味において、プロセス・モニタリングも同様の役割に留意しつつ、それを制度化する

                                                  
44 JICA 開発調査（2002 年 11 月）「モザンビーク国　除隊兵士再定住地域村落開発計画調査　最終報告書（和文要約）」p.24-25

をベースに調査団作成
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ことにより情報が公開され、共有化され、その意義がより明確になる役割も積極的に

 農村開発という視点からは、住民組織や行政等のキャパシティ・ビルディングを最重点とし、それに寄与

すべきアプローチを行うべきである

 「制度としてのプロセス・モニタリング」と「開発（ラーニング）としてのプロセス・モニタリング」の

補完性が重要で、この具体的検討は今後の課題

ドナー国・機関のアフリカへの協力方針は、政策や制度についての支援に移っている。実地体制においても、農

村開発分野では、国際NGO、プロジェクト向けの独立ユニット等を一般的には活用しており、ドナー機関等が

実施に直接関与することは稀である。つまり、国としての政策への働きかけや地方分権化や税金等の制度への改

善等を重点的に行おうとしている。

他方、JICA等の日本は、農村開発の実施プロセスにJICA調査団が直接関与し、パイロットスタディからの教訓

や知見を生かして、適性技術や組織のあり方の検討を行い、他地域への波及を図っている。現場に直接関与する

日本援助協力の特性の一つがここにある。農村開発におけるパイロットスタディの実践に直接関与することによ

り、きめ細かい対応から判明する教訓等を生かして、協力活動（事業）のフィージビリティの検討を行っている。

そして、その現場からの実施上の仕組み、教訓、留意点を整理し、ガイドライン等でまとめることにより、当該

国の政策等、特に実施要領として反映させることができる。つまり、政府内等での垂直的な波及が可能になると

思われる。このような水平的・垂直的な展開（本報告書2-4、島津）を進めつつ、さらに「開発（ラーニング）

としてのプロセス・モニタリング」の実施が行われることが、自立型農村開発にさらに繋がると思われる。
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